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はじめに

本「『浄土真宗本願寺派とハンセン病問題』総括書」は、２０１６（平成２８）年５月１０日付にて浄土真宗本願寺派総長から同和教育振興会に依頼された、「宗派におけるハンセン病の取り組み総括書」についての業務委託（社会部〈人権問題担当〉発第１０号）にもとづき作成し、報告するものである。
その内容は、「第一章　ハンセン病問題の概要（通史）」において、ハンセン病問題全体の概要を通史として示し、「第二章　教団とハンセン病問題」において、教団とハンセン病問題の関わりを考える際に重要だと思われる出来事や課題について整理し、最後に「第三章　まとめと提言」において、全体の総括と今後に向けての提言を行っている。
２００１（平成１３）年５月１１日、教団は、「『ハンセン病国家賠償訴訟』地裁判決に関する見解」において、「私たちの教団もまた国と同様にハンセン病に対する偏見と差別を助長し、患者さんだけでなく、その家族や周囲の人々の人権を侵害し、尊厳性を犯してきました。」とし、「改めて私たちは原告をはじめ、すべてのハンセン病に関わった人びとに謝罪する」としている。
私たち総括書作成委員会もまた、全国の療養所入所者が１０年前からも半減し、平均年齢が８５歳を超えた今、改めてハンセン病元患者やその家族の皆様に謝罪の意を表明し、本「総括書」を契機として、教団におけるハンセン病問題への取り組みが、全教団的課題となることを願いとして報告するものである。




第一章　　ハンセン病問題の概要（通史）

第１節　はじめに〜「らい病」とハンセン病
　第一章では、ハンセン病問題全体の概要を、その歴史を通じて明らかにすることをめざしている。ただし、第二章、第三章の記述との重複を避けるため、第二章、第三章でふれている項目については、第一章の内容として省略しているものがある。その意味では、通史の全体としては、第二章、第三章も含めてお読みいただければ幸いである。
　さて、１８７３（明治６）年、ノルウェーのアルマウェル・ハンセンがハンセン病の原因菌である「らい菌」を発見する以前においては、医学的に特定されたハンセン病だけではなく、重い皮膚病等も含めて「らい（病）」と呼ばれていた時代が長い。その意味で、古い文献に出てくる「らい」については、その呼称だけでどれが今日の意味でのハンセン病なのかを判断することは困難である。とは言え、「らい」と呼ばれるだけでも差別の対象となっていたことは十分に考えられることから、今日の医学ではハンセン病とは考えられない場合でも、「らい」及びそれに類する古い文献上の記述を、差別される対象とされてきた「らい病（ハンセン病）」として理解し、本報告の記述を進めることとする。

第２節　前近代

第１項　古文献に見るハンセン病
　「らい（ハンセン病）」に関する記述は、古代のエジプト、インド、バビロニア、ギリシャ、中国などにおいて散見することができる。
　例えば、WHO（世界保健機関）や厚生労働省が起源として採用している紀元前６００年頃とする説では、その根拠とされている古代インドの「スシュルタ・サンヒター」に「大風子油」を薬にしていたという記述がある。また、紀元前１０００～８００年頃に成立したと思われる古代インドの「アタルヴァ・ヴェーダ」に、「癩病の白斑點（はんてん）」という意味の「kilāsa」という語などが使われている。さらに、インドのラージャスターン地方のバーラータル遺跡から、明らかにハンセン病だとされる骨変化のある頭骨が発掘され、放射性炭素年代測定によって紀元前２０００年頃のものであることが分かっている（「PLOS ONE」２００９年５月号）。[footnoteRef:1] [1:  サイト「ハンセン病のリンク集・ハンセン病の歴史について」参照] 

　中国では、孔子（紀元前５５１～４７９年）の『論語』にハンセン病と思われる記述があり、「癩」という言葉は、葛洪（283年〜343年）が、その著『肘後方』で初めて使ったとされる。
　日本では、『日本書紀』(７２０年)に「６１２年の出来事」に関連して「白癩（びゃくらい・しらはたけ）」という語がある。さらに『日本霊異記』（弘仁年間（８１０年～８２４年）完成）巻下第二十には「現世に白癩の病を得む」とあり、「法華経」の影響を窺い知ることができる。

第２項　キリスト教の聖書とハンセン病
　キリスト教においては、紀元前５世紀頃の『旧約聖書』（レビ記１３）に「重い皮膚病」という意味で「ツァラアト（ヘブライ語）」が使われたが、紀元前２５０年頃の「７０人訳聖書」（ギリシャ語への翻訳）での訳語として「レプラ」が使われ、それが今日のハンセン病という理解へとつながった端緒だと考えられている。
　なお今日の聖書では、「重い皮膚病」をそのままハンセン病だと翻訳し「らい」と翻訳してきた過ちを認め、１９８７年に『新共同訳聖書・旧約』において、続いて１９９７年には『新共同訳聖書・新約』において、「らい」から「思い皮膚病」に訳語が変更されている。さらに『新改訳聖書（第３版）』では２００３年、『旧約』、『新約』ともに「らい」を「ツァラアト」に改め、『新共同訳聖書』は２００８年、「重い皮膚病」の訳語を継続し、巻末に用語解説を付している。
　また『新約聖書』のルカによる福音書第１６章には、ハンセン病患者だと思われる「ラザロ」が登場するが、この名が、後のヨーロッパにおける「ラザレット」（ハンセン病患者の隔離収容所）という名の由来に関係しているとも指摘されている。

第３項　ヨーロッパとハンセン病
　ヨーロッパにおいては紀元後３００年頃からハンセン病が広がりはじめ、１３世紀頃にそのピークを迎えている。その頃、ハンセン病患者は、キリスト教会が運営する「ラザレット」（ハンセン病患者の隔離収容所）に隔離されていた。
　１４世紀になるとヨーロッパ全土にペストが蔓延し、総人口の３分の１或いは４分の１が亡くなったと推定されている。その中で最も被害を被ったのが「ラザレット」で、当時の不衛生な環境のもとでは、看護する人も含めてペストにより全滅することもあった。このペストの大流行によってヨーロッパにおけるハンセン病は激減し、それ以降、ハンセン病は過去の病気となっていったと言われている[footnoteRef:2]。この経験が、明治以降に日本にやってきたキリスト教徒によるハンセン病対策の遠因になったとの指摘がある[footnoteRef:3]。 [2:  １４世紀以降ハンセン病が減少した原因はペストの蔓延ではないとの説もある。]  [3:  ペストによりハンセン病患者がいなくなったラザレットが、その後、精神疾患者の閉鎖病棟に移行していったと指摘されており、隔離の人権侵害を考えるうえで注目しておきたい。（参考文献『世界の癩を訪ねて』林文雄、『世界癩病小史』今谷逸之助、『聖書のらい』犀川一夫、『狂気の歴史』ミシェル・フーコー）] 


第４項　日本中近世におけるハンセン病
　１５４９年、フランシスコ・ザビエルによりキリスト教が日本にもたらされ、以後１５８７年のバテレン追放令まで、多くの南蛮寺が建てられた。その南蛮寺にはラザレット（ハンセン病患者の隔離施設）が併設される場合が多く、その数は、２０から３０ヶ所はあったと言われている。（『日本らい史』山本俊一）
　当時の教団とキリシタンの関係や寺内町における「らい者」との関係など、不明な部分が多い中、邑久光明園園長でもあった原田禹雄は、著作『麻痺した顔』の中で、「財政のゆたかさをほこる本願寺でも、たとえば吉崎御坊や大谷廟に、多くのらい患者を集めながら、遂に何事もしなかった。」と指摘している。
　江戸時代、ハンセン病患者の多くは非人集団の中にあったとされ、ハンセン病患者単独での様子を知ることは難しい。また、地方によって様々な呼称があり、そのことも検証作業を難しくしている。そうした中、江戸期には全国の観光地や大規模寺社にハンセン病患者が集まりコロニーを作っていたことが知られている。

第３節　近代

第１項　近代におけるハンセン病問題
　明治になり、キリスト教が解禁になると、海外から多くのキリスト教徒が日本にやって来るようになった。そのキリスト教徒が目にするのは、有名観光地である寺社にたむろし物乞いをするハンセン病患者であった。ヨーロッパでは１４世紀以降見ることが少なくなっていたハンセン病患者が、日本ではまだ多く存在しており、そのことは海外からのキリスト教徒たちにとっては驚きであった。そして、彼ら・彼女らは、かつてのヨーロッパのように日本でもラザレットを作ろうと動き出したのである。
　テストウィードの静岡復生病院（設立年１８８９（明治２２）年）、ケリー・ヤングマンの東京慰廃園（１８９４（明治２７）年）、ハンナ・リデルの熊本回春病院（１８９５（明治２８）年）、ジャン・マリー・コールの熊本侍労院（１８９８（明治３１）年）。いずれもキリスト教徒による救癩私設である。これらの多くは、それぞれの本国からの支援をうけて運営がなされていたが、日露戦争以後、その支援が受けられなくなった。そこで、ハンナ・リデルは明治政府に対して働きかけを始め、紆余曲折の末、日本政府は、対外的「対面」と富国強兵という観点の両面からハンセン病対策を行うようになったのである。つまり、そもそもの出発点に、ハンセン病患者は、諸外国からの来訪者に対して「恥ずかしい存在」であり、全ての国民が一致団結して国を豊かにし、強い軍隊をもとうとしている中にあっては、その力になることのできない存在として、ハンセン病患者イコール「国辱」という考え方があったのである。

第２項　法律第１１号
　上述した海外からのキリスト教徒の活動を、対外的にも時の政府が傍観できなくなったことから、その結果としてできた法令が、１９０７（明治４０）年の法律第１１号「癩予防二関スル件」である。
　これは、「本案ニ於キマシテハ主トシテ浮浪徘徊シテ居ル者デ病毒ヲ散蔓シ、風俗上ニモ甚ダ宣シカラヌト云ウモノヲ救護イタシテ此目的ヲ達スルト云フコトヲ第一ニ致シテ居リマス」（国立国会図書館ホームページ『第二十三回帝国議会貴族院癩予防に関する法律案特別委員会議事速記録第一号　明治四十年三月五日』）とあるように、居住地を持たない「浮浪癩」と呼ばれていた患者を対象とする法律であった。要するに人目につく「国辱」としての患者を隠すという目的の法律だった。
[bookmark: _Hlk120176117]　当時推定で３万人から５万人程のハンセン病発症者がいたとされるが、ハンセン病の療養施設の収容能力は民間公立合わせても発症者の５パーセントが精々だったと言われている。これではハンセン病対策と言っても、感染を防止するという名目上の役割すらもはたしているとは言えない。事実、当時の内務省衛生局長であった窪田静太郎は、後日の回顧録で「数百か千人くらいの癩の浮浪患者を収容するも伝染予防上の効力は大してみるべきものはない」（「癩予防制度創設の当時を回顧す」『社会事業』１７巻５号１９３４年）と感染防止の効力について否定的見解を述べている。あくまでも諸外国に対しての体面を保つための法令であり、ハンセン病患者の人権などが顧みられることはなかった。しかし、その後、ハンセン病患者を療養所に「隔離」するというこの法律が後の基準となり、ハンセン病患者の人権がなおざりにされたまま、法律は次第に強化されてゆくことになった。

第３項　法律の強化
　当初、居住地を持たない「国辱」としてのハンセン病発症者（浮浪癩）を隠すという意図で創られた法律だったが、時を経るにしたがって、さらに厳しい方向へと変更されていくことになる。
　まず、１９１６（大正５）年の法律第２１号では、療養所長に、裁判（公開の司法手続き）を行わないで患者を処罰することができる「懲戒検束権」が付与され、監房（監禁室）が設置される。このことは、１９１４（大正３）年に全生病院（後の全生園）に光田健輔が院長として就任し、翌年に所内の秩序維持のための意見書（「癩予防法ニ関スル意見」）を内務省に提出したことが関わっている。
　「懲戒検束権」が付与されたということは、一般社会とは別に、療養所の中だけで通用する治外法権の司法権が存在したということであり、こうした実態からも、療養所は社会外の社会とされていった。
　さらに、１９３１（昭和６）年には「癩予防法（旧）」が成立し、先の法令が浮浪する家を持たないハンセン病患者のみを収容する目的のものであったのに対して、この新しい法律は、すべてのハンセン病患者（在宅療養中の患者なども含む）を一人残らず収容することを目標とするものとなった。

第４項　特別病室と断種・堕胎
　隔離政策が何であったかを象徴する一つが、国立療養所栗生楽泉園（群馬県吾妻郡草津町）の正門近くに設置された「特別病室（重監房）」（１９３８（昭和１３）年〜１９４７（昭和２２）年）だ。その建物の構造は、全体を覆う屋根がなく、それぞれの独房が独立して屋外に建てられており、夏の暑さもさることながら、冬になると、雪深い草津地方では独房の周りに直接、雪が積みあがり、まさに冷凍庫のような状態になったという。そのあまりの過酷さをあらわすように、設置された９年間で、収監者総数９３名のうち１４名の獄死者（出獄後死亡者８名を加えると２２名）を出している。療養所の園長に与えられた懲戒検束権にもとづくこの施設は、入所者の人権の尊重どころか、ハンセン病患者をまともに人間としてみていなかった国の施策の象徴である。
　もう一つの象徴的な施策が、療養所内で入所者に子どもを産ませないために行われた「断種」「堕胎」である。複数の女性入所者が、一旦、生まれ出たわが子（新生児）を目の前で殺された、と証言している。その必要性は、１８７３（明治６）年の「らい菌」発見により遺伝病ではないことが明らかにされていたことから、医学的にも法的にもなかったと指摘されている。しかし、１９４８（昭和２３）年〜１９９６（平成８）年までは「優生思想」にもとづく優生保護法のもとに「合法」的に行われ、それ以前にも非合法で行われていたことが明らかにされている。

第５項　無癩県運動
　「癩予防法（旧）」が成立する前年、１９３０（昭和５）年に愛知、岡山、山口、兵庫、愛媛、鳥取などで無癩県運動が始まり、やがて全国に広がり強化されていくようになる。これは、各都道府県下のハンセン病患者を、浮浪するものであろうと在宅であろうと無関係に、全てを収容しようという官民あげての運動であり、「患者狩り」とも呼ばれた。この運動は、一方では居住地にいたたまれないようにすることによって追い立て、一方では療養所の慰安（救癩）を強化するという「アメとムチ」ともいうべき表裏一体の形で展開された。そして宗教界もまた、その「救癩」の側面を担うことによって国の隔離政策推進を補完していくこととなる。

第６項　公立・国立療養所
　１９０９（明治４２）年、全国を５つの地域に分け各地域の都道府県連合の公立療養所ができる。北から、松丘保養園（青森県）、多磨全生園（東京都）、外島保養院（大阪府）、大島青松園（香川県）、菊池恵楓園（熊本県）の５つである。
　その後、収容床の不足を大きな要因として、１９３０（昭和５）年、初の国立療養所・長島愛生園（岡山県）ができ、以降、それぞれ成り立ちが違うものの全国に療養所ができて現在に至っている。以下、各療養所の設立年を列記する。

　松丘保養園（青森県）　１９０９（明治４２）年
　多磨全生園（東京都）　１９０９（明治４２）年
　外島保養院（大阪府）　１９０９（明治４２）年＊室戸台風（１９３４年）で壊滅
　大島青松園（香川県）　１９０９（明治４２）年
　菊池恵楓園（熊本県）　１９０９（明治４２）年
　長島愛生園（岡山県）　１９３０（昭和　５）年
　宮古南静園（沖縄県）　１９３１（昭和　６）年
　栗生楽泉園（群馬県）　１９３２（昭和　７）年
　星塚敬愛園（鹿児島県）１９３５（昭和１０）年
　沖縄愛楽園（沖縄県）　１９３８（昭和１３）年
　東北新生園（宮城県）　１９３９（昭和１４）年
　邑久光明園（岡山県）　１９４１（昭和１６）年＊外島保養院が移転
　奄美和光園（鹿児島県）１９４３（昭和１８）年
　駿河療養所（静岡県）　１９４４（昭和１９）年

第７項　戦時下の療養所
　元々、僅かな予算と床数での運営を余儀なくされ、園内作業も入所者に割り当てるという療養所だったが、１９３０（昭和５）年から無癩県運動が起こり、在宅患者や草津（群馬県）の湯之澤集落のようなハンセン病患者自身によるコロニーが解体され、収容されていくにつれ、いよいよ慢性的な予算不足に悩まされることになった。
　特に戦時下においては、職員・医療品・食糧の不足が際立ち、与える薬が無いので処方箋に「梅干し」と書いたという逸話も残っている（大島青松園）。また、沖縄愛楽園では、死者こそ出なかったものの、施設は爆撃により破壊される等、全国の療養所でも悲惨な状況が続いた。

第４節　戦後

第１項　戦後の療養所とらい予防法
　戦争が終わり新憲法下になったとはいえ、ハンセン病患者と療養所の置かれた状態には変化がなかった。むしろ、「隔離」という観点からは厳しくなった。その要因の一つに「プロミン」という治療薬の登場がある。
　この治療薬「プロミン」の登場によって、それまで「不治の病」といわれていたハンセン病が、薬によって治すことのできる病気になった。しかし、プロミンの治療が受けられる場所は療養所だけに限られ、在宅患者も治療薬を手に入れるためには療養所に行かざるを得なくなった。「強制隔離」というと、首に縄をつけてでも引っ張っていくようなイメージがあるが、療養所に行かなければ治療薬を手に入れることができなくすること、療養所の外にいたとしても、ハンセン病だとわかれば住む場所さえ奪われてしまうような厳しい差別の恐怖にさらされ、療養所しか行くところがない、療養所にしか居場所が無いというように患者を追い込んでいくこともまた隔離の「強制」だった。
　１９５３（昭和２８）年、「らい予防法」が「改正」された。この時点では既に治療薬の効果が各療養所でも確認されていたので、「終生隔離」という方針が、少なくともゆるやかになる「改正」でもよかったはずだが、この法律は、「強制隔離」という点においてさらに厳しいものとなり、入口はあるが出口の無い法律だと言われた。つまり、一度、療養所に入ると、「軽快退所」という例外もあるにはあったが、退所規定のない、出ることのできないものだったのだ。この法律が、１９９６（平成８）年まで、廃止されることなく残り続けたのである。

第２項　無癩県運動（戦後）
　戦後、プロミンの登場により「治る病気」となったハンセン病だが、国は、治る時代になったからこそ隔離を進めるという政策を展開することになる。療養所の園長たちも、「不治の病」といわれた時代の誤解や偏見を解消しょうとするのではなく、むしろそうした誤解や偏見を利用して隔離政策を進めた[footnoteRef:4]。また、愛生園園長の光田健輔は、朝鮮戦争により朝鮮半島からハンセン病患者の難民が押し寄せると、不安をあおる発言をしている[footnoteRef:5]。 [4:  第12回国会参議院厚生委員会会（昭和26年11月）における三園長証言など。]  [5:  光田健輔『回春病室―救ライ五十年の記録―』など。] 

　こうした戦後の無癩県運動の強まりのなかで、一家心中という悲劇がおこる。１９５１（昭和２６）年１月２７日、父親が残した遺書にはこう書かれていた。

　私の一家はこうして死んで行く。されば社会が過去のなした悲哀に泣く遺族にさしのべる手が余りにも冷ややかであった。
　しかしこれも伝染する病であってみればやむを得ない。取り分け遺伝説の高い現在では一層そうであるのは仕方ない。然し国家は、社会は、その悲しみを如何に見ているのでしょうか。国家は、社会はそうした悲しみに泣く家庭を守る道は無いのでしょうか。ただ病に泣く本人らであるから、国家はもう一歩進んでこれ等悲しみに泣く人々を救う道を考えるべきではないでしょうか。医療施設は、社会の人の教育は、道儀は、考えれば幾多救うべき道は出来てくる。だが然し私達一家は、社会も国も決して恨まず死んで行く。吾が子から生じた病故である。
（『もうひとつのハンセン病史』加藤尚子2005年）

第３項　ハンセン病国賠訴訟における勝訴判決と元患者宿泊拒否事件
　第三章にもふれているように、日本近代以降の国策としての人権侵害に抗する療養所入所者自身による人権回復の闘いを背景として、１９９８（平成１０）年７月、らい予防法違憲国賠訴訟は提訴された。その結果、２００１（平成１３）年５月１１日に、異例の早さで原告全面勝訴の判決が下された。
　その判決は、らい予防法が日本国憲法に違反するものであることを明らかにし、遅くとも１９６０（昭和３５）年以降は厚生大臣（当時）による患者強制隔離収容政策において、また、１９６５（昭和４０）年以降は国会議員の立法の不作為において、いずれも不法行為が成立するとし、全ての患者に対して隔離と差別により取り返すことのできない極めて深刻な人生被害を与えたと認定した。日本の裁判史上、これほど厳しく日本国政府のらい予防法と政策による非行を断罪した類例はないと指摘される画期的な判決である。
　日本国政府は当初、控訴も検討したとされるが、５月２５日、内閣総理大臣小泉純一郎の政治決断によって控訴は断念され、一審判決が確定した。
　その２年後の２００３（平成１５）年１１月、ハンセン病元患者宿泊拒否事件が起きた。熊本県による毎年の恒例行事「ふるさと訪問事業」として、菊池恵楓園入所者の宿泊を申し込まれた熊本県内のホテルが、一方的に宿泊を拒否し、熊本県による撤回要請にも一切応じなかったという悪質な人権侵害事件である。
　さらにこの事件で注目すべきは、宿泊拒否もさることながら、ホテル側の不誠実な「謝罪」に、このままでは受け取れないとした入所者自治会側の対応を、マスコミが「謝罪拒否」と報道したことを契機として、入所者（自治会）などに寄せられた、数多くの心ない誹謗中傷の電話、FAX、投書などである。国賠訴訟の勝訴判決を受けて、ハンセン病に対する偏見・差別を解消していく啓発活動にも力を入れていた入所者たちの中からも、「外に出て歩くのが恐くなった」という声すら聞かれた。
　通常の社会生活では「善良な市民」と思われている人びとが、「謝罪拒否」という出来事を契機として隠れた差別意識をむき出しにしてくる様は、今日のヘイトスピーチやインターネット上の差別発言や差別扇動の攻撃性とも通じるものがあり、ハンセン病問題における偏見・差別の問題の根深さを思い知らされるものとなった。
　しかし一方、この経緯の中で入所者（自治会）が、これだけは良かったと指摘するのが、ハンセン病問題に関する啓発活動を継続的に経験してきた小中学生や市民からの励ましの声が、即座に多く寄せられてきた点だ。その意味でこの事件は、啓発活動の可能性と重要性を示す事件でもあった。

第５節　ハンセン病問題の現在

　国賠訴訟判決後のハンセン病問題に関する取り組みは、基本的に、全国ハンセン病療養所入所者協議会（略称・全療協）、ハンセン病違憲国賠訴訟全国原告団協議会（全原協）、ハンセン病違憲国賠訴訟全国弁護団連絡会（全弁連）などの当事者を中心とする「統一交渉団」と国（厚生労働省）とによる定期的な協議によって、徐々に諸問題解決に向けての具体化が図られている。
　またこの間、ハンセン病問題における「被害」の実態をさらに深く明らかにするために、国の協力のもとに「ハンセン病問題に関する検証会議」が設置（２００２(平成１４)年）され、２００５(平成１７)年に出された『最終報告書』では、「宗教界」が果たした役割と責任についてもふれている。さらにその『最終報告書』が提起した課題を研究者・市民として担うことを目的としてハンセン病市民学会という全国組織も結成され、毎年5月に各地療養所を中心として全国集会も開催されている。
　法的な環境整備としても、国の隔離政策の終焉を告げた「らい予防法の廃止に関する法律」を補い、より基本的な観点に立った「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」（通称・ハンセン病問題基本法）も、１００万人署名の盛りあがりの中、ハンセン病対策議員懇談会及びハンセン病問題の最終解決を進める国会議員懇談会による議員立法として、２００９（平成２１）年に施行された。
　そうした様々な取り組みをふまえて、今日、統一交渉団と国との間の中心的な協議題となっているのが、ハンセン病療養所の入所者の今後に関わる「将来構想」問題と、療養所を「人権」を学ぶ場として残そうという「永続化」の問題である。その協議を担っているのが、上記「統一交渉団」を中心とする「ハンセン病療養所の将来構想をすすめる会」であり、現在も国との交渉が続いている。
　また現在、これまでなかなか顧みられてこなかったハンセン病元患者の「家族の被害」についての訴訟（国賠訴訟（原告５６８名）：２０１６(平成２８)年２月・第一次提訴、同年３月・第二次提訴）や、ハンセン病であったがための冤罪事件と指摘される「菊池事件」の再審に向けての取り組み（国賠訴訟：２０１７（平成２９）年８月提訴）など、法廷での訴えも続けられている。
　さらには、そうした取り組みの下支えともなっている地域住民等による地道な取り組みも見逃してはならない重要な動きであり、地域や団体の特性に応じた様々な取り組みがひろがりつつある。



第二章　　教団とハンセン病問題

　第二章では、教団とハンセン病問題との関わりを考えるうえで重要だと思われる事項について、各項目別にふれる。

第１節　仏典の中のハンセン病
　仏典にはハンセン病に関する記述が見られ、これらの多くは患者に対する排除・差別を正当化するかのように記述されており、現在まで続くハンセン病差別の大きな要因となったと考えられる。
　それら仏典のいくつかの例を見ていきたい。比較的成立年が早いとされる『テーラガーター』は「形成途上の最初期の仏教のすがたを見ることができ」「後代の加筆も少なかった」[footnoteRef:6]と考えられる。摩訶迦葉の修行生活が記述されているところには、次のくだりがある。 [6:  『仏弟子の生涯　上＜普及版＞』（中村元　春秋社　２０１２年）３頁] 


一〇五四　わたしは、臥座所から離れて、托鉢のために村に入った。食事している一人の癩病者に、うやうやしく近づいた。
一〇五五　かれは腐った手で、私に一握りの食を捧げた。一握りの食を〔わたしの鉢に〕投げ入れるや、〔かれの〕指もまた、その場に落ちた。
一〇五六　塀の下にもたれて、わたしは、一握りの食を食べた。食べているときも、食べ終わったときも、わたしに、嫌悪の念は存在しなかった。[footnoteRef:7] [7:  『原始仏典』（中村　元　編　筑摩書房　１９７４年）２３３頁] 


　この一節を見ると、ハンセン病に対する排除や差別は見られないようだ。しかし、この一節の前に、供養をうけるために「良家の家に入るべきではない」との一節があり、その後にハンセン病患者に近づいていると記述されていることから、当時のインドでは既に社会的には排除、もしくは差別を受けていたことが窺われる。そして、「嫌悪の念は存在しなかった」と述べることによって、これまでのバラモンなどの既成宗教とは違う仏教教団の平等性を主張しているものと考えられる。
　ところが、『律蔵』をみると、ハンセン病患者に対する排除の記述が見られるようになる。『律蔵』は後年になって加筆されたものが多いとされるため、『テーラガーター』よりも後に成立した可能性が高い。「南伝大蔵経」『律蔵三』「大品一　第一大犍度」には、次のくだりがある。
　
（略）時に世尊は此縁により此時に於て法を説きて比丘等に告げて言ひたまへり、「比丘等よ、五種の病に罹れるものを出家せしむるべからず、出家せしむるものは悪作に堕す」。[footnoteRef:8] [8:  『オンデマンド版　南伝大蔵経　第三巻』（大蔵出版　２００３年）１２３頁] 


　ここでは、ハンセン病を含む五種の病[footnoteRef:9]に罹るものの出家を禁止したことと、これを破り出家させたものは、突吉羅罪[footnoteRef:10]を受ける（悪作に堕す）ことが記述されている。五種の病は仏典によって組み合わせは異なるが、ハンセン病が除かれることはない。『律蔵』では当初、五種の病に罹る人びとの出家も許されていたと記述されているが、治療目的で出家するものが出て、治療を終えると還俗したことをきっかけにこのようになったという。しかし、出家を許さない理由が、「治療を終えると還俗した」ことだけだったのだろうか。釈尊と「律」の直接的な関係や社会的風潮との関係など、未解明な部分は多い。ただこの時点では、病に罹るのは自らの悪い行いによる「業病」という説は見られない。 [9:  「南伝大蔵経」『律蔵三』「大品一　第一大犍度」での五種の病とは、癩・廱（よう）・白癩（びゃくらい）・乾瘠（けんそう）・癲狂（てんきょう）を指す。それぞれの病については正確に何を指すのかはわからないが、癩はハンセン病、廱は悪性腫瘍・皮下組織の化膿性炎症、白癩はハンセン病を含む皮膚の白斑・湿疹、乾瘠は糖尿病・肺病、癲狂は精神疾患・てんかん。]  [10:  律で定められた最も軽い罪。告白・懺悔することで許される。] 

　そして、原典の成立年代が紀元５０～１５０年で、鳩摩羅什が４０６年に漢訳した『妙法蓮華経』「普賢菩薩勧発品」にいたると、次のくだりがある。

「（略）もし、またこの経典を受持する人を見て、その人の過失を論うならば、それが事実であろうとなかろうと、この人は現在の世において癩病をわずらうであろう。もし、その人を悔り笑うようなことがあれば、この人は必ず世々にわたって、歯が欠けて疎き、醜い唇、低い鼻となり、手足はねじまがり、眼は斜視となり、身体は穢れて臭く、悪性のできもので膿や血が流れ、腹は鼓張し、癆痎となる、などのさまざまな悪しき重い病いになるであろう。それ故、普賢よ、もしこの経典を受持する人を見たならば、必ず立ち上がって遠くから迎え、仏を敬うのと同じようにすべきである」と。[footnoteRef:11] [11:  『現代語訳　妙法蓮華経』（藤井教公　アルヒーフ　２０１０年）３９１頁] 


　ハンセン病に罹るのは、過去世に『妙法蓮華経』（法華経）を謗った罪であり、世々にわたってこの苦しみからは逃れられないという。同様に『大智度論』巻五九にも、次のくだりがある。

（略）諸病の中、癩病は最も重く、宿命罪の因縁の故に、治し難し。（略）[footnoteRef:12] [12:  『国訳大蔵経』論部第三巻（国民文庫刊行社　１９２０年）４４２頁] 


　このように、教えの中でハンセン病は自らの業による病（業病）となってしまう。そして、中国天台教学を樹立した智顗の講述書である『摩訶止観』には次のくだりがある。

　　（略）業の病は、あるいは専らこれ先世の業により、あるいは今世に戒を破れば先世の業を動かし、業の力が病を成ずるなり。[footnoteRef:13] [13:  『詳解摩訶止観天巻（オンデマンド版）』池田魯參（大蔵出版2016年）581頁] 


「病患の起る因縁」の一つとして、過去世の業を挙げ「業病」の解説をしている。また、中国浄土教の大成者である善導の『法事讃』には、方等経（経典全般）を謗ったなどの罪を作ったものが、その報いとして地獄に堕し、その後、畜生・人・餓鬼に生まれかわって苦しみを受けるというありさまを『観仏三昧経』を引用して詳述されている。人に生まれた時に受ける苦しみとして聾盲瘖瘂[footnoteRef:14]、疥癩癰疽[footnoteRef:15]、貧窮下賤を挙げる。 [14:  聾（耳の不自由な人）盲（目の不自由な人）瘖瘂（おんあ：話すことの不自由な人）]  [15:  疥（はたけ：顔や首に白くかさかさの斑点が出来る皮膚病）癩（ハンセン病）癰疽（ようそ：悪性のできもの）] 


　　「（略）また人中に生じて、聾盲瘖瘂・疥癩癰疽・貧窮下賤にして、一切の諸衰、もって厳飾となす。この賤身を受けて五百身を経、後にまた餓鬼のなかに生ずることを得。かくのごとき等の三悪に輪廻すること無量無辺なり」と。[footnoteRef:16] [16:  『浄土真宗聖典　七祖篇　註釈版』（本願寺出版社　１９９６年）５４４頁] 


　ここでは、謗った罪の対象が『法華経』から経典全般へと拡大している。善導も無批判にこれらの業病説を取り入れており、『法華経』・『大智度論』・『摩訶止観』の業病説の影響は浄土教においても例外ではなく、仏教全体に拡がったことが窺える。このように、ハンセン病患者へのかかわり方が仏教教団からの排除というあり方から、この排除の根拠をハンセン病患者の前世の罪としていくことにより、差別がより厳しくなっていった変化が見られる。
　やがて、日本にもこれらの仏典が伝わると、「五種の病」や「業病」なども、僧侶の説法や仏典をもとにした『日本霊異記』巻上第十九・巻下第二十（第一章第２節第１項参照）のような説話により民衆に浸透していくこととなった。これにより、ハンセン病患者に対する差別意識が助長されていく。ハンセン病は仏法を謗ったためのおそろしい「業病」であり、患者が苦しみを受けるのは自己責任であると差別の正当化が図られていった。
　明治以降、ハンセン病が感染症によるものだと判明するが、「血筋が悪い」「遺伝的なもの」などの偏見は払拭されずに、長年言い伝えられた業病説がくすぶり続けている。このために、患者たちが隔離等の人権が無視される誤った政策により被害を受けても「自己責任」とされ、これら誤った政策を下支えする結果となった。
　これら業病説が、現在もなお根深く残っていることを示している例として、２００３（平成１５）年１１月の「ハンセン病元患者宿泊拒否事件」（第一章第４節第３項参照）が挙げられる。その経緯の中で、元患者に対する誹謗中傷の電話、FAX、投書が、多数送られてきた。それらのハガキには、「己の、前世の悪業の結果、此の世に生まれ来て人々に嫌悪され」・「佛が与えた罰は、一生や、二生では、贖罪出来るものでは無い」・「温泉なんかに入って遊ぶ閑があったら、ボランティアで人の為になって、自己犠牲の仕事を死ぬ迄やれば仏が許すだろー」などの記載があった。つまり、業病説に基づく差別である。その考え方によるならば、ハンセン病元患者が差別を被ることは「自己責任」ということになり、「自らの業を反省し、贖罪をするべき」として、差別の不当を訴えることすらも許されないこととなる。
　現在にまで続くハンセン病差別において、仏教教団はこの責任を免れることはできない。これまで差別に加担してきた事実を反省したうえで、仏典の解説書などをハンセン病差別解消への視点から改めて再点検し、差別に加担してきた歴史的事実とハンセン病に対する正しい情報を記述するなど、仏教各派を超えた私たちの取り組みが必要である。
　しかし一方、過酷な人権侵害の場であった療養所において、宗教が生きる力となった人たちがいたことも、紛れもない事実である。私たちは、ハンセン病問題に関わった宗教における、差別に加担した側面と、生きる力になったという側面との二重性の示す意味のいずれをも誤魔化すことなく、その双方に真摯に向きあい、その本質を明らかにしなければならない。


第２節　教団の関わり

第１項　中世から近世へ
　教団とハンセン病との関わりにふれる前に、その前提ともいうべき仏教との関わりについてふれておく。本報告の「仏典の中のハンセン病」（第二章第１節）にも明らかなように、初期仏教教団においては、当時の社会の中で既に排除・差別されていたハンセン病患者に対して、排除・差別をしない姿勢を保っていたことを窺い知ることができる。しかし、後の仏教教団になるにしたがって、ハンセン病を過去の悪い行いの結果とする「業・宿業」観にもとづく「業病」という考え方が生まれてきて、仏教がハンセン病差別を正当化していくようになった。仏教教団は、ハンセン病差別について無関心であっただけではなく、むしろ積極的に正当化していった側面をもっていたと言わざるをえない。その姿勢は、遠く日本仏教にも受け継がれたと言わざるをえない。
　ただし、そうした中にあっても、仏教系のハンセン病患者救済とも言うべき悲田院、真言律宗の叡尊と忍性による鎌倉の極楽寺、奈良の北山十八間戸、近代まで続いた西山光明院等のハンセン病への一定の取り組みの歴史もあり、それらについても正当な評価がなされるべきであろう。
　さて、親鸞聖人とハンセン病問題を直接に結びつけるものは少ない。手がかりとなるのは、『御伝鈔』第六段「洛陽遷化の段」に登場する「犬神人」である。「犬神人」は当時、その集団の中にハンセン病患者を抱えており、その管理も担っていた集団であるとされる。中世においては、ハンセン病を発症すると非人身分にされ、非人宿に収容された後、長吏や犬神人といわれる被差別身分の人々の管理下に置かれることとなった（『部落史史料選集』第１巻）とする指摘がある。（しかし、それは一部の患者のみで、全てのハンセン病患者が非人身分となったのではないとの指摘もある。）
　『親鸞聖人四幅御絵傳指南』（１８９９（明治３２）年）には、本願寺の葬儀と犬神人との関係について、次のような記述がある。

是なるは犬神人なり。また夙のものともいふ。（略）祇園會には甲冑を帯して鉾を突出るなり。今本寺方の葬儀の時にも是の如く。赤き装束に白き頬冠りをして。棒を突きて出る。

　では、なぜ犬神人が宗祖の火葬の場にいるのかというと、そのことについて河田光夫は『本願寺由緒記』（１７１５(正徳５)年）の親鸞聖人と「犬神人」との伝承を取りあげ、親鸞聖人の教化をうけた「弦練作（ツルメソ＝犬神人）」が代々申し渡して、親鸞聖人をはじめ代々門主の葬儀の際に先達（せんだつ）をしているのではないかと推測している（『河田光夫著作集』第一巻）。
　しかし、仏教が広がる中世から近世においては、全体として、先に示した「業病」という理解も同時に広まったと考えられる。

第２項　近代以降

恵の鐘
　近代以降においては、府県連合立の療養所が設立された１９０９（明治４２）年以降、園内で亡くなった入所者の葬儀などの関係からも、何らかの宗教の関わりが想定されるところである。
　そうした中で注目されるのが、瀬戸内三園（長島愛生園、邑久光明園、大島青松園）や東北新生園と教団や教区及び有志僧侶の会との関係である。
　１９３０（昭和５）年１１月に光田健輔を初代園長として開設された長島愛生園では、翌年４月に「真宗同朋会」が発足、その翌月から教団による布教が始められている。そして、それ以降、今日まで間断なく様々な交流が続いている（本章「第３節」参照）。その間、納骨堂や「恵の鐘」が建立され、「恵の鐘」の撞初式はNHKラジオで全国に中継された（１９３５（昭和１０）年１１月２０日）。
　さらにその関わりを具体的にみてみると、教団においては、愛生園への「恵の鐘」（１９３５（昭和１０）年）や「十坪住宅」の寄付という救癩事業が象徴的である[footnoteRef:17]。 [17:  第二章・第３節・第１項「瀬戸内三園を中心として」参照] 

　当時の『本願寺新報』は次のように伝えている。

わが国の救癩事業は畏くも皇太后陛下の尊き思召しにより官民協力のもと近時その成績を挙げきたり。殊に最近はリデル嬢の回春病院、目黒の慰廃園、草津の聖バルナバ病院等の米英系施設が国立に移管収容されて已来、内地十一ケ所に在る国立癩療養所には、いま一万余の患者達（内地罹病者の約七割に相当する）が大東亜戦下、民族浄化を目ざして捨家棄欲ひたすら療養に精進しているのである。わが本願寺派仏教婦人会はこれら恵まれざる病ひと日夜に闘ひつつある人達にせめてもの慰めとして昭和十年十一月、長島愛生園に“恵みの鐘”を、今十月十九日、邑久光明園に“納骨堂”を寄贈したのである。その落慶法要に際して大谷紝子裏方は本願寺派仏教婦人会総裁として遙々東京より西下、式典に臨場し、懇ろに患者達を慰められたのであった。（『本願寺新報』１９４２（昭和１７）年１０月２８日）

　また、１９３５（昭和１０）年には、愛生園開園５周年の記念として本願寺裏方のお手許金を元に建立された「恵の鐘」の落成式に高木俊一執行が、本願寺裏方の代理として参列し、裏方の訓話を代読している。

“恵の鐘”は無限の法悦を伝えるものでなければなりません。患者の心の救いを呼び醒まし、社会に向かっては、健康日本建設の先駆たる役目を果たすよう念願します。（長島愛生園真宗同朋会五十年記念誌『淨華』）

　また真宗会館の建立では、「宗祖７００回大遠忌記念事業」として「一宗あげて」と位置づけられ、８ヶ月に及ぶ募金運動まで行われている。さらには、門主を迎えての帰敬式や法要も幾度となく執り行われ、兵庫教区布教団「十方会」による定例的な法話活動も続けられている。加えて、大谷本廟の無量寿堂納骨所については、入所者の高齢化の現状をふまえて、今後、入所者自身による継承が困難となった場合には、相談のうえ、教団が責任を持って永代管理する旨、約束がなされた。
　やがて９０年に及ぶこうした手篤い交流は、長きにわたって誰しもが見向きもしようとしなかった療養所の歴史の中で、大変大きな意義を持つものであったと評価することができる。
　しかし一方、「恵の鐘」建立によって光田健輔園長は、「収容らい者」の対極に「皇室の御恩」を位置づけ、非人間的な強制隔離や療養所内での専制的患者管理をより積極的に推し進めようとした。「恵の鐘」は皇太后陛下の「御仁慈」を顕彰するために建てられたのであり、しかもこの「御仁慈」によって「収容らい者」が、祖国浄化のために強制隔離収容させられたことに「感謝」する思いを抱くことを促す役割を果たしたのである。
　当時の療養所は、収容人数が定員超過の状況にあり、園内作業の国の予算の増額が認められておらず、食糧や居住場所等の捻出に苦慮するほど、困窮していた。そのため、園に対する反発・批判がエスカレートしていたのである。そこで、光田園長は、政府に予算増額を懇願する一方で、民間の有志に向けては「十坪住宅」の資金を募り、園内では「恵の鐘」建立作業に患者を参加させることによって園への不満の矛先をかわし、また、盛大な落成式を営むことによって本願寺や皇室に感謝の念を抱かせ、園への反発・批判を緩和させようとしたと考えられる。
　つまり教団も、この光田園長の運営方法（隔離政策の維持・強化）に協力をしていたといえるのである。「恵の鐘」が建立された翌年に起きた、生活改善と自治権獲得を要求した「長島事件」は、「恵の鐘」建設の意味を逆説的に象徴する出来事であったと言わなければならない。

「慰安」「慰問」
　ハンセン病の隔離の歴史が、ハンセン病患者への差別の歴史であり、その差別からの解放こそが当事者にとっての悲願であったことを想起するとき、その当事者にとって、恵の鐘に刻まれた「つれづれの友となりても慰めよ　行くこと難きわれにかはりて（貞明皇太后）」に象徴される教団の「手篤い交流」、すなわち隔離政策による差別の現実を問うことのない「慰安」「慰問」がどのような意味を持つものであったかについては、自らの課題として真摯に向きあわなくてはならない[footnoteRef:18]。ここでは以下の指摘を紹介しておきたい。 [18:  参照『講座同朋運動第二巻』第一章第三節「ハンセン病差別」] 


日本国憲法が政教分離を規定したことにより、ハンセン病政策に占める宗教界の役割は大きく変化しました。各宗派は競って療養所にはいり、園内に設けた教会等を拠点として慰問布教・慰安教化等の活動を展開しました。人間の尊厳がふみにじられていることに対する最後の防衛手段はその事実に覆いをかぶせてしまうことですが、そこにかかわったのが宗教の名においておこなわれた慰安教化等でした。入所者らに対し療養所での隔離政策を「運命」等として受け入れ、この世の救いではなくあの世の救いを求めることを説きました。療養所は宗教者にとって聖者の慈悲を宣伝する格好の場となり、国や社会に向かって差別・偏見の誤りを説くのではなく、入所者に向かって差別・偏見を受け入れることが説かれていきました。
（内田博文『教区通信福岡』２００９−８７号３月３１日発行）

[bookmark: _Hlk120176911]　上記のことと関連して、１９５３（昭和２８）年に仏教婦人会総連盟本部では、大島青松園に本尊を安置する厨子を寄贈することとなり、会員から寄付を募ることとなったが、これは戦後初めてと言って良い仏教婦人会の全国的運動と言えるものであった。しかし、１９５３（昭和２８）年という年は、らい予防法がより厳しい内容へと変えられてしまう瀬戸際の年であり、療養所では全国的に予防法「改正」反対運動が巻き起こっていた。特に大島青松園ではハンストが繰り広げられ、その当時の様子を撮った写真はハンセン病問題の啓発書等に掲載されている。しかし、当時の教団は、仏教婦人会のみならず教団全体としても、当事者たちの必死の予防法「改正」反対運動に対して、注意を払うことすらしてこなかった。この様な教団とハンセン病療養所との関わりの歴史の中にこそ、「真俗二諦」の問題が根深く横たわっていると指摘せざるをえない。

三浦参玄洞
　そうした中、教団関係者として異彩を放つのが、浄土真宗本願寺派の僧侶であり仏教系新聞「中外日報」記者でもあった三浦参玄洞（大我）である。三浦は、ハンセン病患者の隔離政策に反対した医師であり真宗大谷派の僧侶であった小笠原登が、「中外日報」（１９４１（昭和１６）年２月２２日）に「らいは不治でない。伝染説は全信できぬ」という題で自らの学説を発表することに協力している。
　また、長島事件と言われる、１９３６（昭和１１）年に起こった入所者の生活改善要求運動では、多くの報道が「暴動」として入所者を非難する記事を出す中で、三浦は、入所者側にたった意見を出し隔離政策の批判をしている。

ごく端的にいふと、療養所の当局が“被収容者たちの心”になって考へることを忘れて、只管国家の社会政策的意識のみによつて仕事をしてゐたといふ事が禍因であつたといはなくてはならぬ。（『三浦参玄洞論説集』浅生篤哉編2006年）

戦前の教団
　最後に、戦前の教団とハンセン病療養所（植民地も含む）についてふれておく。
　真宗大谷派は、光明会というハンセン病啓発団体を作り隔離政策に積極的に協力していたが、教団は、真宗大谷派光明会のような団体・組織はつくらなかった。しかし、教団内の各組織が独自の活動で療養所と関係を持ち、それらによって全体として当時の隔離政策の下支えをする役割を担っていたと言わざるをえない。
　以下は１９４２（昭和１７）年当時の『愛生』の記事である。

「再び癩療養所に大谷紝子裏方を迎へ奉りて」
園長　光田健輔
佛教済生軍を指揮した眞田增丸師が死して好村春基君が活躍した頃であつたが、同君は東京眞宗婦人會長で西本願寺佛教婦人會総裁として二千の婦人會五十萬の會員を統べられた九條武子夫人を動かして全生院慰問の約を結ばれたのであるが、其約を果さすして昭和三年二月七日敗血症の爲めに歿せられた、併し共事が縁となつて九條武子夫人の跡を嗣がれ今尚眞宗本願寺派佛教婦人會總裁たる大谷紝子御裏方を東京府北多摩郡東村山村全生病院（今の多摩全生園）に御迎へしたのは昭和三年五月十九日であつた、此日御裏方には今の光照猊下第一高等學校學生として御同伴相成り（略）（『愛生』１９４２（昭和１７）年１２月）

　療養所と教団の関わりは戦後も続き、訪れる僧侶の多くは、教誨師や保護司であった。
　また戦前の日本は、アジアに植民地（満州国も含む）を抱えており、そこにはハンセン病療養所も建設されていた。教団と海外の療養所の繋がりが、記録として多少なりとも残っているのが、韓国の小鹿島更正院と台湾の楽生園である。小鹿島では、患者用の刑務所が併設され、この教誨には教団の僧侶が関わっていた。またその教誨師のつれあいが、園内の学校の臨時教師を務めており、そこにあった梵鐘には仏教讃歌「衆会」の歌詞が刻まれていた。また、台湾の楽生園では、近隣の真宗寺院の日曜学校による花まつりの様子が残っている。

　光州刑務所小鹿島支所の竹島良幸教誨師は、昭和二十年七月五日朝鮮二三五部隊に応召、終戦により十七日召集解除、十八日帰島した。ちょうど島内はいわゆる小鹿島事件[footnoteRef:19]で混乱し、日本人職員家族は公会堂に集結し、島外との連絡も断たれ、不安恐怖の中にあった。この島内の事情を見て、十八日帰島した竹島師ほか五名は、直ちに光州の部隊に通報、軍隊一個小隊が来島、島内朝鮮人の空気も変わった。 [19:  小鹿島虐殺事件とは、1945年8月21日に朝鮮全羅南道高興郡錦山面のハンセン病療養所「小鹿島更生園」で発生した療養所職員による大量虐殺事件。] 

（『教誨百年』下巻１９７４（昭和４９）年４月１日）



第3節　療養所と教団のかかわり

第1項　瀬戸内三園を中心として

長島愛生園真宗同朋会のはじまり
　長島愛生園真宗同朋会は、多磨全生園からの開拓入所者であった栗下信策が初代会長となり１９３１（昭和６）年４月５日に発足し、園内の礼拝堂において勤行するようになった。発会当時は３０名程度の会員であったという[footnoteRef:20]。 [20:  「長島愛生園真宗同朋会発会５０年記念誌『浄華』―同朋の軌跡―」（以下『浄華』）] 

　当時、園では、宗教団体ごとの会館建立を認めていなかった。それは、愛生園園長であり、日本のハンセン病政策を牽引した光田健輔の「家族主義の構想」という園風を乱すと考えられていたからである。しかしながら多くの宗教団体が結成されていたのは、苦難の闘病生活の中で要望があったからとも言えるが、園側では入所者が、死亡した際に園葬の名のもとに葬儀を執行するためであった。そのため、入園すると、どの宗教に属しているか確認され、その宗教団体によって葬儀が行われた。
　当時の礼拝堂の祭壇の構造は３つに区切られており、正面には神棚、左には阿弥陀仏立像（本願寺飛地境内建物「角坊」安置の本尊）が、本願寺築地別院輪番岡部宗城による斡旋、清水輝子の寄進で安置された。また右には、弘法大師・日蓮上人御絵像が同居して安置されていた。各宗派はそれぞれ自身の本尊のカーテンを開けて行事を行った。
　外部からの布教が最も早かったのは浄土真宗本願寺派であった。栗下の尽力により同年５月１８日、教団から安井定晃が来園、布教。会員にとって大きな救いとなったという。真宗同朋会の集会の場がないため、栗下は自宅を開放して活動や行事の準備を行った。葬儀は園が主催して行うが、実際には各宗教団体の入所者によって行われた。浄土真宗本願寺派では、物故者の合同葬として春秋２回、兵庫教区より僧侶を招いて追悼法要を行うようになった。
　真宗同朋会の第一回報恩講が同年１１月２９日に修行された。やがて宗祖降誕会が春に修行されるようになり、春秋の年中行事として定着していった。

邑久光明園真宗法話会のはじまり
　１９３４（昭和９）年９月２１日、室戸台風により、邑久光明園の前身である外島保養院（大阪市）が壊滅する。この時、信仰の象徴であった阿弥陀如来立像が流出を免れ、本願寺津村別院に仮安置されることになった。『創立百年記念誌』によると、１９３５（昭和１０）年９月２１日、「遭難物故者１周忌法要」が外島保養院跡地並びに津村別院にて修行され、翌年９月２１日、「遭難物故者３回忌法要」が津村別院、及び外島保養院委託者により各療養所にて修行された。その後、１９３７（昭和１２）年５月に邑久光明園が外島保養院の代替施設として開設されることになった。１９３８（昭和１３）年６月２０日～７月９日、入所者３０９名が委託転院先から帰園すると、１９３９（昭和１４）年４月には邑久光明園に浄土真宗法話会が発会し、９月２１日に、本願寺津村別院に仮安置されていた阿弥陀如来立像を迎え、礼拝堂において浄土真宗本尊入仏式が挙行された。大仏正人が指導的役割を担った。

大島青松園真宗同朋会のはじまり
　大島青松園は、１９０９（明治４２）年、府県連合第四療養所として設立された。開所当初は、各宗派合同で高松の興正派寺院から僧侶を迎え、追弔法要や合同葬が営まれた。その後、会員が増えるにつれて宗教団体結成への気運が高まり、１９１５（大正４）年頃、高松の興正派願船寺住職、神谷浄因の働きかけもあって『真宗同朋会』と命名された。１９１８（大正８）年、ご本尊が下付されたことにより、礼拝堂に安置され宗教団体ごとに時間割りして使用した。そこが、お寺が建立されるまでの会員の集う場となった。『仏教婦人会百五十年史』によると、１９５３（昭和２８）年に仏教婦人会から厨子を寄贈している。

長島愛生園・納骨堂の建立
　１９３２（昭和７）年７月３日、長島の西部の万霊山において納骨堂建立作業が始まる。差別のため家族（遺族）と音信不通であったことも原因の一つであったが、園内で亡くなった方のご遺骨を遺族が引き取りに来られないことが多かったため、それまでは、引き取りされないご遺骨は、礼拝堂の裏に保管場所を作って保管していた。納骨堂建立が考えられたのは、こうした引き取りされない遺骨が多くあったという事情と、光田健輔園長の「家族主義の構想」という園風や、患者を終生隔離するという考え方によるものであった。入所者の労力奉仕と真宗大谷派大谷智子裏方の寄付金によって竣工している。１９３４（昭和９）年５月１２日、真宗大谷派大谷智子裏方を迎えて納骨堂竣工式が行われた。

邑久光明園・納骨堂の建立
　開園時には納骨堂はなく、遺骨は小さな箱に納めて霊安室正面横手の戸棚に安置し、残骨は火葬場の前の土手に穴を掘り、納めていた。霊安室の骨箱は次第に増え、何段にも積み重ねられた。そこで納骨堂を望む声は開園時から次第に強くなり、ついに浄土真宗本願寺派仏教婦人会総連盟が建設費用を寄付するかたちで建設されることとなり、１９４０（昭和１５）年１２月１４日、納骨堂起工式が行われた。
　その後、納骨堂が完成し、１９４２（昭和１７）年１０月１９日に納骨堂落慶法要が、浄土真宗本願寺派大谷紝子裏方を迎え、仏教婦人会関係者並びに多くの僧侶が参列する中に執り行われた。

「恵の鐘」鐘楼堂の建立
　長島愛生園の中央に、「光ヶ丘」という小高い山がある。この丘に立つと長島の全景や対岸の風景、さらに小豆島まで遠く眺めることができ、四季の美しい瀬戸内海の風景を眺望することができる。ここに、入所者と職員の奉仕と大谷紝子裏方の寄付金により、「恵の鐘」鐘楼堂が建立された。開園５周年記念日に合わせ１９３５（昭和１０）年１１月２０日、「恵の鐘」撞初式が挙行され、大谷紝子裏方代理、高木俊一執行により除幕された。この式典は、NHK岡山放送局を通じて全国にラジオ中継された。「恵の鐘」には、次の言葉が刻まれている。

　　つれづれの友となりても慰めよ　行くこと難きわれにかはりて

　これは貞明皇太后の歌で、大谷紝子裏方の揮毫となっている。また正面には大谷尊由の揮毫により「恵の鐘」と刻まれている
　『浄華』には、「鐘楼堂の建立の物語りは、西本願寺裏方御寄進に感謝し、労力と努力で実践した報恩物語であり、世間から忌み嫌われ追われてきた人間達が、自分たちの楽土をつくろうとした開拓魂の物語でもある」と記されている。
　１９４１（昭和１６）年１２月、太平洋戦争により宗教活動が停滞すると、翌年１０月１９日、大谷紝子総裁が光明園・愛生園の秋季慰霊祭に参席し、「恵の鐘」にも参観した。戦時下の入所者への困難な生活に、信仰による救済を勧めるためのものであったという。
　１９６６（昭和４１）年３月３日、仏教婦人会総連盟の寄贈により、傷みの激しかった愛生園の「恵の鐘」及び光明園内陣の整備が決定され、同月１９日「恵の鐘」鐘楼堂改修落慶法要が行われた。杉本正典、高橋社会部長他2名が来園している。
　１９８２（昭和５７）年１１月７日、「恵の鐘」にひびが入り、撞くのを中止するが、翌年５月４日、｢恵の鐘｣復元再鋳撞初式が大谷範子裏方を迎えて行われた。

終戦後の長島愛生園真宗同朋会と真宗会館の建立
　終戦後、憲法が改正され民主化が進むと、基本的人権の確立、信仰、結社、表現の自由などの面で療養所の状況に変化が現れた。宗教面でも、真言宗が高野山の援助により大師堂を１９４７（昭和２２）年１月に建立、１９４９（昭和２４）年１２月にキリスト教曙教会が建立された。
　その際、真宗同朋会でも新宗教施設の建立が検討されたが実現できず、第二崇信寮を真宗同朋会の会堂として許可申請することとなった。１９５０（昭和２５）年９月２５日、第二崇信寮を真宗同朋会々堂とする許可がおり、翌年３月２０日、東本願寺より木仏尊像が下付され、入仏式が行われた。その後１９５３（昭和２８）年３月の「恵の鐘」改鋳、同年７月、「御堂建立趣意書」が発表され、真宗同朋会会員に呼びかけがなされた。同年１０月１１日には、真宗同朋会会員による御堂建立敷地埋立第１回奉仕作業が始まる。１９５５（昭和３０）年７月３０日、御堂建立敷地埋立奉仕作業が終了し、８月５日、会館東海岸石垣工事が完成する。８日、村上貫之兵庫教区教務所長、機谷昭嶺宗会議員、軌保政重会館建設専任が御堂建設地を視察。同年１０月２３日、浄土真宗本願寺派大谷光照門主が来園し、会館敷地を視察、ご親教並びに記念植樹がなされた。１９５６（昭和３１）年１月、「御堂建立募金趣意書」を光田健輔園長名で配布、「会館建設後援会」が兵庫教区教務所に設立された。１９５７（昭和３２）年４月２８日～５月５日、龍谷大学社会事業研究会の学生による会館建設街頭募金活動が本山前、大阪市内で行われている。
　同年５月２日、仏教会館建設協議会が本山で開催され、京都・滋賀・兵庫・四国の教務所長が集まり、長島愛生園・邑久光明園・大島青松園・東北新生園の四園の療養所における佛教会館建設を宗祖７００回大遠忌の記念事業の一環としてとりあげ、一宗あげて運動することに決定された。募金運動期間を１９５７（昭和３２）年９月から１９５８（昭和３３）年４月までとし、目標額は９２０万円とした。１９５８（昭和３３）年５月２０日には仏教会館建設起工式が挙行され、１１月５日、西本願寺会館落慶法要が田丸道忍総長・林龍雲社会部長他多数出席し勤修された。仏教会館として建設が進められてきたが「西本願寺会館」と命名されるも、その後、真宗大谷派との関係もあり園内では「真宗会館」と呼ばれた。１９５９（昭和３４）年２月１８日、親鸞聖人・蓮如上人御絵像安置法要、勤修。１９６１（昭和３６）年５月２６日、真宗会館宮殿下付願・下付請願署名簿を東本願寺へ送付。１０月６日、「真宗会館御宮殿落慶法要」勤修。１９６３（昭和３８）年８月、「御厨子完成落慶法要」が勤修される。会館建立から５年をかけて荘厳が完成することとなった。

邑久光明園真宗法話会・西本願寺会館建立
　１９５５（昭和３０）年１０月２３日、大谷光照門主が来園し、会館敷地を視察。その後、１９５８（昭和３３）年１月３０日、浄土真宗御堂建立について、「邑久、長島２園の会堂着工」が１月１９日の兵庫教務所会議で決定との報告を受けた。５月１９日、林社会部長ほか関係者が来園し、浄土真宗御堂の起工式を挙行。１１月４日、西本願寺会館が完成し、田丸総長ほか来賓多数が参列し落慶法要が執り行われた。

大島青松園真宗同朋会・本願寺仏教会館
　青松園の会館は、１９６５（昭和４０）年に建立された。真宗以外の主な宗教団体は、１９３５（昭和１０）年までに会堂を現在の地に設立していた。真宗だけが礼拝堂をお参りの場として使っていた。
　真宗の会館を建立する気運の高まりは、１９５２（昭和２７）年頃、会員の請願により、教団から布教使の松下了雄（高松市教法寺住職）が来園するようになったことが大きな機縁となった。松下は、40年以上の長きにわたって精力的に同朋会と関わった。会館の建設はもとより、その後も本山参拝、県内観光などに同朋会会員を誘った。当時、なかなか受け入れ場所のなかった食事会場として、自坊において家族総出で接待するようなこともあった。
　療養所内の『真宗』によると、１９５７（昭和３２）年１０月、会員による手作業で敷地の整備作業が行われたが、宗祖の七百回大遠忌を目前に控え、お願いしていた教団からの資金が調達できないこととなった。その後、ようやく「仏教会館建設委員会」が発足したのは、整地から７年経った１９６４（昭和３９）年５月のことだった。年を越えた２月６日に起工式、２０日に上棟式が行われ、５月８日に礼拝堂のご本尊を新築の会館に移し、そして１９６５（昭和４０）年５月２８日に落慶法要が行われた。林社会部長をはじめ教団関係者の尽力で、教団の募金活動による２００万円余の寄付金で現在の本願寺仏教会館が実現した。

本願寺団体参拝
　長島愛生園真宗同朋会では、１９６４（昭和３９）年４月２３～２４日、杉本正典、多田慶男の尽力で、第一回本山団体参拝が、１１名の参加を得て1泊2日の日程で行われた。杉本に同道されて東西本願寺を参拝した喜びを、会員の一人は、「終生本山参拝はかなわないものと思っていた私たちにとって、こんな有難い日が訪れようとは本当に夢のような気持ちです」と語っている。その後も団体参拝は続けられ、ハンセン病への正しい認識と理解を深めるため龍谷大学・京都女子大学の学生との交流も行われた。
兵庫教区布教団「十方会」長島への常例布教
　「十方会」は、１９５４（昭和２９）年、荒れ果てた国土と不安な社会状況のなかで、1日も早く平和と活気を取り戻すために「仏法ひろまれかし」と念じ、「兵庫教区の布教使の有志に互いの親睦と研鑽を」と呼びかけた杉本信雄（初代会長）によって発足した。発足当時の会員は約２０名であった。
　もともと、愛生園・光明園への訪問布教活動は、報恩講や法要など行事のある時に会員の奉仕活動として随時訪問していたが、１９６１（昭和３６）年には「十方会」々員の杉本正典が、教区より愛生園・光明園の専任布教使に任命されることとなった。
　愛生園・光明園の常例布教の専任担当として「十方会」が毎月出講するようになった経緯は、当初、両園から兵庫教区に常例布教の依頼があった際に、当時、布教使の中にはまだハンセン病に対しての十分な理解がなかったため、兵庫教区の布教団が対策を検討するも毎月継続的に布教使を確保することができないということになり、それまで法要行事等で奉仕を続けてきた「十方会布教団」が引き受けることとなったという次第で、その活動は今日まで続いている。

大谷本廟無量寿堂納骨所取得について
　教団の門信徒として、遺骨が親鸞聖人の墓所である大谷本廟に納骨されるということは要望のひとつであるが、ハンセン病療養所に入所したものにとっては、隔離政策の状況などを考えると、故郷の家の墓に納骨されることもほとんどなく、ましてや本廟に納骨ということなど、考えられない状況だった。愛生園真宗同朋会は、大谷本廟において無量寿堂が建設されていることを知り、同朋会でも一基を求めたいという願望を持っていたが、資金の調達や、いずれかの所属寺院を探す必要があるなど、困難な問題があった。来訪する布教使や兵庫教区教務所に相談並びに実現に向けての要請をしつつ、かねてから深いご縁のあった林龍雲（当時監正部長）にお願いすることになった。
　林龍雲は、納骨所取得の資金集めのため本願寺会館において筑前琵琶の演奏会を計画・実施し、京都市内の旅館・仏具店・本願寺関係の業者等１００名以上に趣旨を説明し賛同金を集めた。その資金を元に、納骨所を１基取得したのである。
　１９７０（昭和４５）年１２月、愛生・光明・青松・新生園の四園で本廟の納骨所を取得。翌年４月３日、真宗同朋会は無量寿堂納骨所取得記念法要を納骨所取得に尽力した林龍雲を招いて真宗会館で修行した。この無量寿堂納骨所は、愛生・光明・青松・新生園の四園が共有のものであったので、すぐに満杯になってしまう可能性があった。そこで、愛生園真宗同朋会会員に懇志を呼びかけ、１９７７（昭和５２）年に新たに別の区画を取得した。
　後に、光明園真宗法話会でも、最初の第一無量寿堂の納骨所が満杯になり、新たに第二無量寿堂の納骨所を取得するが、第二無量寿堂は第一無量寿堂とは異なり、年次維持冥加金を納入する必要がある。規則上は、年次維持冥加金が支払われない状態が続いた場合には納骨所の使用権が失効する。
　このことについて吉田藤作光明園真宗法話会会長が取得当時、「最後まで面倒をみるから安心してください。」と聞いていたが、「光明園真宗法話会の会員がいなくなった場合、納骨所や遺骨はどうなってしまうのか」と兵庫教区に問い合わせた。
　また同時期に宗会の基幹運動研修会が２０１０（平成２２）年７月２６～２７日に開催された。その際２７日に長島愛生園真宗会館・邑久光明園西本願寺会館を参拝し、邑久光明園真宗法話会の吉田藤作会長をはじめ、入所者の今後の懸念事項として、①大谷本廟の管理の問題、②園内の納骨所の遺骨の問題があることお伺いした経緯がある。
（１）２０１１（平成２３）年２月２日本廟局発第４７６号（兵庫教区教務所宛）「国立ハンセン病療養所名義無量寿堂納骨所の宗派管理について（ご報告）」
① 今後、後継代表者の選出が不可能になった場合には、使用権を宗派が管理
② 各療養所内の収蔵遺骨についても将来的には大谷本廟において収蔵維持管理
③ 今後の事務引継ぎ等詳細については、各会代表者と協議
（２）２０１５（平成２７）年３月５日参拝教化部３７号（愛生園真宗同朋会）、参拝教化部３８号（光明園真宗法話会）
① この先承継が困難となりました場合、本山（宗派）関係機関にて管理
② 管理開始日・方法などの詳細につきましては、貴会・関係機関と相談のうえ決定
と回答されていることから、今後においては、各会代表者と関係機関と相談・協議のうえ管理開始日・方法などの詳細を決定していく必要があると思われる。
　愛生園真宗同朋会（第一無量寿堂納骨所）では、兵庫教区ハンセン病問題専門委員会が２００８（平成２０）年に大谷本廟の団体参拝を行ったが、それ以降については高齢化ということもあり要望はない。真宗同朋会会長が、生前納骨の希望があった場合、大谷本廟まで納骨に行っている。光明園真宗法話会（第二無量寿堂納骨所）では、園が宗教団体ごと年１回、バスを出す経費を認めていることもあり、毎年、参拝されている。
　両園とも、参拝の際には故人の依頼により高額の懇志をされ、別修でのお勤めを希望されることが多い。

大島青松園・納骨堂・「風の舞」
　１９０９（明治４２）年以来、２０００名以上の大島青松園入所者が死亡し、そのほとんどが園内で火葬され、遺骨は遺族に引き取られずに、納骨堂に葬られている。大島青松園には、亡くなった方を火葬し納骨した後に残る残骨を納める「風の舞」というモニュメントがある。約１０００ 名のボランティアの協力で造られたモニュメントで、天上・天下をイメージし、海に向かって据えられている。１９９２（平成４）年にボランティアの協力で造られた。「せめて死後の魂は、風に乗って島を離れ、自由に解き放たれますように」という願いが込められている。

長島愛生園「真宗会館」・邑久光明園「西本願寺会館」建立20周年記念法要と
大谷光真門主による帰敬式
　帰敬式については、真宗大谷派が１９５４（昭和２９）年６月３０日に礼拝堂にて行い、１２２名が授式している。礼拝堂にひきつづき重病棟入室のベッドで受式した方もあった。
[bookmark: _Hlk120177178]　さらにこの年の１０月２０日には、教団の井上明海侍真より帰敬式が行われ、１２０名が受式している。１９７１（昭和４６）年１０月に無量寿堂納骨堂に納骨（第１回）するようになると、その後、毎年秋に本山参拝した際に、帰敬式受式希望者は授式するようになった。こうして本山参拝できるものは、毎年、御影堂にて受式するようになったが、本山まで参拝に行けないものは帰敬式を受けることができない状況であった。
　そこで１９７８（昭和５３）年５月２４日、真宗会館建立２０周年記念法要に浄土真宗本願寺派大谷光真門主を迎え、帰敬式が執り行われた。門主の言葉を直接受けたことは、本山参拝が困難な身体の不自由な入所者が多かったことから、受式者５２名の感動は大きかった。同朋会世話人の加川一郎が門主の前で誓詞を朗読し、満堂の参集者を感動させたらしい。
　『創立百年記念誌』によると、同じ１９７８（昭和５３）年５月２４日に光明園西本願寺会館建立２０周年記念法要が行われ、門主が来園したとあるため、愛生園真宗同朋会と同日同内容の法要が営まれたのではないかと推測される。

即如門主伝灯奉告法要記念
長島愛生園真宗同朋会親鸞聖人銅像建立・邑久光明園真宗法話会鐘楼建立
[bookmark: _Hlk120177337]　第２４代即如門主伝灯奉告法要を機縁として邑久光明園に鐘楼と梵鐘、愛生園に親鸞聖人像を贈ろうと、兵庫教区内の仏教婦人会会員に呼びかけた。その結果、８００万円の寄金が集まり、親鸞聖人像が愛生園真宗同朋会に寄贈された。１９８０（昭和５５）年１月２９日、親鸞聖人銅像建立定礎鍬入式が行われ、３月４日には、浄土真宗本願寺派大谷嬉子前裏方を迎え兵庫教区仏教婦人会連盟委員長他２３０名が参列する中、親鸞聖人銅像除幕式及び慶讃法要が厳修された。
　一方、邑久光明園でも同日の３月４日、大谷嬉子前裏方を迎え兵庫教区仏教婦人会連盟委員長他２３０人が参列し、梵鐘および鐘楼建立慶讃法要が行われ、梵鐘は「法の鐘」と命名された。さらに１１月１２日には光明園内の西本願寺会館前庭で、親鸞聖人像建立除幕式が行われた。
　さらに、翌年１９８１（昭和５６）年５月２８日　「長島愛生園真宗同朋会創立５０周年記念式典」に大谷嬉子前裏方を迎え開催している。

邑久光明園「西本願寺会館」・長島愛生園「真宗会館」45周年記念法要
　２００４（平成１６）年５月１３日、邑久光明園「西本願寺会館」・長島愛生園「真宗会館」４５周年記念法要が、大谷光真門主を迎え行われた。当時の入所者の平均年齢が７６歳であったことから、多田芳輔真宗同朋会会長が、５０周年では法要に遇えずに往生してしまう会員が多いとの思いを持ち、その思いを聞いた同和教育振興会関係者が、その願いを受け止め実現に至ったものである。

光明園胎児等合同葬儀出勤にかかる問題提起
　２００６（平成１８）年１０月３日、「胎児標本」の胎児等合同葬儀における法要・法話を、兵庫教区教務所並びに岡山南組法中が執り行ったが、例年修行している「秋季追悼法要」と変わらない表白と法話をし「胎児標本」問題に関する認識がない内容であったことが、参列された真宗大谷派をはじめハンセン病問題に取り組む方々から指弾された。永年、療養所とのかかわりをもっていながら、すでに２００１（平成１３）年５月、「国賠訴訟」において原告が勝訴し、２００５（平成１７）年に厚生労働省に提出された『ハンセン病問題検証会議最終報告書』でも、別冊にされるほど注視された「胎児等標本調査報告書」が示した問題についての無理解を指摘されたものである。
　このことから、兵庫教区においてハンセン病問題専門委員会が設置された。以来、降誕会・報恩講の際に茶話会を行い、意見・情報交換の場としている。

長島愛生園・邑久光明園西本願寺会館５０周年記念の集い
　２００８（平成２０）年１２月１８日、西本願寺会館５０周年記念の集いが、大谷光真門主を迎えて行われた。当日、門主は、集いに先立ち両園の納骨堂に焼香され、帰敬式では、光明園２０名・愛生園２６名が受式した。
　光明園では、当日、西本願寺会館まで参拝することができない入所者のために、入所者の寮で帰敬式が行われた。
　法要は、導師を松村彰道兵庫教区教務所長が、法中には岡山南組法中会、十方会会長・赤穂南組組長がつとめた。この法要は、兵庫教区のハンセン病問題専門部会で、「ハンセン病を正しく理解し『心の壁』撤廃に向け」企画されものである。近畿を中心に僧侶や門信徒も参拝した。その中で門主は、「少しずつ理解が進んでいるとはいえ、まだまだ課題が多くあることをあらためて感じますが、皆様とともに少しでも前進できるように願っております」と話した。

兵庫教区ハンセン病問題専門員会の調査並びに茶話会において確認できた今後の課題
　年回法要をこれまで園内の会員が法務員として勤めてきたが、高齢のため法務が困難な状態であるので、今後は教務所職員・ハンセン病問題専門部会員・十方会会員で対応する。園内の葬儀の法務も同様。
　降誕会・報恩講法要を、岡山南組法中・所長・担当職員で勤める。法話は十方会会員。愛生園真宗同朋会では、事前にビハーラ兵庫・十方会が法要準備にかかわっている。法話終了後、世話人の方々と茶話会（世話人・所長・職員）※世話人が高齢化、現在では、男性３名のみ。
　恒例法要（元旦会・彼岸会・盂蘭盆会）の法務・法話は、愛生園真宗同朋会ではハンセン病問題専門部会員・十方会会員等で勤める。光明園真宗法話会は、兵庫教区教務所職員が勤めている。
　帰敬式については、長島愛生園・邑久光明園西本願寺会館５０周年記念の集いにおいて愛生園真宗同朋会より要望のあった帰敬式を行ったこともあり、現在、希望者はあまりない。
　本山への参拝については、両園とも、親鸞聖人７５０回大遠忌法要へのバスによる団体参拝を、ハンセン病問題専門部会員と共に行っている。しかし、伝灯奉告法要では、代表者のみの参拝となった。高齢化のため希望者が減少した。
　国立ハンセン病療養所瀬戸内３園の世界文化遺産登録に向けて、岡山、香川、両県にあるＮＰＯ法人「ハンセン病療養所世界遺産登録推進協議会」が、２０１７（平成２９）年１１月１４日、岡山県瀬戸内市で設立された。療養所に残る建築物の学術調査などを進め、人権侵害の歴史を後世に伝えることが目的。瀬戸内３園とは、瀬戸内市の「長島愛生園」と「邑久光明園」、高松市の「大島青松園」である。日本では１９０７（明治４０）年にハンセン病患者の隔離政策が始まり、国際的潮流に反して９０年続いた。長島愛生園は最初の国立療養所として開設され、長島に到着した直後の患者が留め置かれた収容所など、隔離の歴史を象徴する建造物が数多く残っている。３園にある真宗関係の会館・鐘楼・納骨所などについても、今後、関わりを検討する必要があるのではないか。 
　兵庫教区ハンセン病問題専門委員会では、瀬戸内三園を中心とした今後の課題として、以下のような事柄をあげることができる。
1 法務・葬儀について、現状を維持しながら、代表者・世話人が承継できなくなった場合の対応を検討する必要がある。
2 恒例法要・降誕会・報恩講について・参拝者の減少の問題がある（増えることはない）。現在はビハーラ兵庫・十方会が事前に法要準備にかかわっているが、今後、世話人の減少による準備・片付けの問題がある。
3 大谷本廟について、管理の問題とあわせ、会員（入所者）が参拝できなくなっても、教区・宗派並びに協力者・関係者による参拝・法要勤修の必要性について検討が必要である。
4 各園の納骨所について、各園の将来構想を把握しながら、要望等をまとめ、教団としての関わり方の検討が必要である。
5 世界文化遺産登録の動きの中で、教団の寄付金等で建立された建造物等についても、合わせて登録されるよう協力していくべきなのかについての検討が必要である。

第2項　その他の園との関わり[footnoteRef:21] [21:  各療養所に関する記事は、各ホームページ等を参考にした。] 


東北新生園（宮城県）
真宗慈光会・集会所設立
　資金は、教団の募金活動による寄付金と会員の懇志により、１９５７（昭和３２）年秋に整地、１９５８（昭和３３）年に上棟式、同年１０月２５日、落成式を執り行った。東北教区宮城組甘露寺住職が法務（葬儀や盆参詣）等で関わり、真宗慈光会とともに東北教区常例線の開座会所として毎月１１日に定例法座を２０００（平成１２）年度まで実施していたが、真宗慈光会は２０１５（平成２７）年に解散した。その後も甘露寺によって葬儀などが執り行われている。

多磨全生園（東京都）
　多磨全生園は、「明治四十年法律第十一号」（通称「癩予防法ニ関スル件」）によって、1909（明治42）年9月28日、公立療養所第一区府県立全生病院（ぜんせいびょういん）（関東1府6県、及び新潟・愛知・静岡・山梨・長野の連合府県立療養所）として現在地に開設。1941（昭和16）年7月1日、国立に移管し国立療養所多磨全生園と改称。前身は、東京市による行旅病者を収容した養育院であり、院内に1899（明治32）年に「回春病室」を開設し、光田健輔副医長によって院内隔離を実施した。優生思想に基づく民族浄化論の中で、隔離政策が、絶対隔離（完全・終生）へ政策が強化され、懲戒拘束権、断種・堕胎、患者作業などの人権侵害を引き起こした。養育園から患者への国策受け入れを容認させる慰安教化に関わった大谷派僧侶が、光田医官が全生病院に移ると、駐在布教師として官舎に常駐し、精神的慰安に積極的に関わった。浄土真宗の信者の会である真宗報恩会の活動は古く、納骨堂には倶会一処のレリーフがあり、長島愛生園の開拓者である栗下信策は、全生病院時代に真宗門徒としての出会いをしている。大谷派は「真宗大谷派光明会」を設立し、国策推進を担った。

真宗大谷派草津説教所（群馬県）
１９０１（明治３４）年、草津湯之澤のハンセン病患者居住区の有力者で、浄土真宗の信者であった兒玉信義、下間敬により公会堂の建設が計画された。患者の要請により草津へ度々訪れ診療をしていた東京養育院の光田健輔医師が建設のために尽力し、また養育園幹事の安達憲忠も、浅草本願寺輪番大草恵實、近角常観らに要請をし、教団より６００円が下付された。１９１２（明治４５）年７月１９日に説教所建設が開始され、１９１２（大正元）年１１月に遷座式が挙行された。東本願寺は、近角常観、本多慧孝、藤井宗教、和光堅正等を派遣し、光明舎の設立、楽泉園慰問布教、日曜学校、火葬場ならびに墓地の新設、無料宿泊所の経営等が行われた。

栗生楽泉園「栗生崇信教会」（群馬県）
１９３４（昭和９）年１０月に発会した「栗生崇信教会」は、真宗大谷派の信徒団体で、会員の住宅を会場として読経練習、布教が行われた。会の名称は和光堅正が名付けた。説教場の建設費として１９３５（昭和１０）年に真宗大谷派より１０００円が出資され、１９３６（昭和１１）年には説教場許可願が受理され、１２月に落成した。真宗大谷派より仏具料として２０００円が下付され、１９３７（昭和１２）年６月１６日、入仏式が挙行された。説教所は仏教所とも呼ばれたが、和光により光明皇后の名にあやかって「大谷光明寮」と命名され、浅草本願寺副輪番藤井義雄が揮毫した木額を掲げた。園内には浄土真宗本願寺派の信徒の会があったが、１９３８（昭和１３）年には崇信会に入会した。
戦後は、１９４７（昭和２２）年の光明寮創立１３年法要勤修に始まり、和光が貞明皇后の逝去にあたり「慈光の鐘」と命名した梵鐘が１９５５（昭和３０）年１０月４日に完成した。１９５７（昭和３２）年には高崎専精寺より阿弥陀如来木像（２尺８寸５分）が寄贈された。１９７６（昭和５１）年には、立教開宗７５０年を契機に「浄土真宗」「大谷光明寮」の門柱を建立。１９７７（昭和５２）年より東京教区群馬組が法務を継続している。１９７９（昭和５４）年３月２８日には、会員２９名が大谷派本山参拝。翌年、東本願寺大谷光紹新門が来園。鐘楼堂建立３０周年、光明寮建立５０周年記念法要、親鸞聖人７００回・７５０回法要を営みつつ、法縁に遇いお互いに念佛相続を誓いあってきた。２００１（平成１３）年に崇信会を「崇信教会」として活動している。
　最初の納骨堂は１９４８（昭和２３）年に建てられたが、老朽化により１９８４（昭和５９）年に入所者の寄付等で現在の納骨堂に更新された。納骨堂手前には、「命カエシテ」と刻まれた堕胎児之碑が、強制的に堕胎をさせられた子どもたちを悼むとともに、この歴史を後世に伝えるために、栗生楽泉園入園者自治会によって２００７（平成１９）年３月２７日に建立された。

星塚敬愛園（鹿児島県）真宗同愛会の設立
　真宗同愛会は、１９３６（昭和１１）年６月２１日に施設長から認可を受け、園内における宗教団体として発足した。その目的は、弥陀の本願に帰依し浄土真宗の教化を図り、会員相互の信仰を啓発し同朋相愛の実をあげることをもって、大乗仏教の普及に資し療園社会のために尽すとなっている。
　発足当時は真光寺の平川龍音、金剛寺の暉峻康範、その後は平川真龍、平川真英による指導のもと、毎月２４日の定例布教、春秋彼岸会、花まつり・孟蘭盆会法要、会員の葬儀等を執り行ってきたが、２０１４（平成２６）年、同愛会は解散し、その後、真光寺によって月例法要、春秋彼岸会法要、初盆法要、中陰法要などが営まれている。また、同愛会の解散を契機として、星塚寺院に関わってきた園内外の有志市民等によって、花まつりや除夜会を引き継ぐ試みも行われている。
　本願寺鹿児島別院は、春秋彼岸会法要、報恩講法要その他の重要な行事において協力している。

星塚寺院本堂の建立
　「四海みな平等をお示し下さる如来様を信ずる私共は、人間として生きる、安らかに心を寄せる場所がほしい、浄土真宗信者の第一義とされる聞法の場が欲しい、如来様の智慧とお慈悲の中で明るく生きたい」との願いが会員の胸の中にあり、その気運が高まり故山中五郎（解放運動家林力の父）を中心として寺院建立の悲願を起した。
　本願寺鹿児島別院はじめ県下全域の寺院へ募財の協力を願い、その支援のもとに、１９５６（昭和３１）年２月星塚寺院本堂の起工式、翌１９５７（昭和３２）年４月１６日に落慶をみたのである。
　同年６月、真光寺仏教青年会の尽力により、故西武夫（故山中五郎の影響を受けた死刑囚）の写経の浄財で得られた梵鐘を吊す鐘楼堂「生命の鐘」が建立された。そして１９６５（昭和４０）年に同愛会会員物故者の遺骨を納める納骨堂が完成した。

星塚寺院本堂落慶大谷光照門主来園・帰敬式
　教区内巡教に合わせ、翌年の１９５８（昭和３３）年１１月１０日に大谷光照門主は、星塚寺院本堂落慶のため来園した。真宗同愛会代表故山中五郎他６５０名が帰敬式を受け法名が授与された。その後、鐘楼堂にて「生命の鐘」の説明をうけ梵鐘を撞き、庭園に木蓮の記念植樹を執り行った。
　続いて敬愛園のシンボルである歌碑に立ち寄り、最後に敬愛園職員並びに入所者が納骨された「敬愛納骨堂」に参拝した。

大谷光真門主来園・帰敬式（星塚寺院）
　大谷光真門主は、１９８５（昭和６０）年１１月８日、星塚寺院本堂にて帰敬式を執り行い、１２１名が受式した。生涯、上山不可能と思っていた会員は、「この尊く有り難い御勝縁に言い表せない感激を覚えております。」と語り、特に病棟のベッドの上で唯一人おかみそりを頂いた入所者の感激は、特別なものがあったという。
　その後、門主は、「真宗同愛会納骨堂」（「敬愛納骨堂」）に参拝し、続いて庭園に白木蓮を記念植樹した。

旧納骨堂（１９３９（昭和１４）年３月 完成）星塚敬愛園
　浄土真宗本願寺派鹿児島別院を中心とした県下の同派各寺院からの寄付金と、入所者の労力奉仕によって建設された。背後に小松山を背負った半地下式納骨堂は、初代園長林文雄が近くの吾平山稜を模して設計したものといわれ、当時は静かなたたずまいが入所者の心を和ませた。

納骨堂（１９９７（平成９）年７月１０日建立）星塚敬愛園
　納骨数は、入所者２００５体・職員３０体・保育児童１５体、計２０５９体（２００９（平成２１）年１０月現在）


　全国の療養所・私設病院に出向き活動をし、浄土真宗に関わりのある会は、松岡保養園白道会、栗生楽泉園崇信教会、駿河療養所真宗講、菊池恵楓園真宗同志会など、療養所１３園のうち１０園に浄土真宗の会があり、真宗各派が関わりを持っているが、宗派という意識は薄く浄土真宗の会として活動をしている。



第４節　Ｓ布教使ハンセン病差別法話問題

第1項　経緯と問題点
　１９８６（昭和６１）年１１月２８日、同和教育振興会の設立２５周年記念式典のパネルディスカッションにおいて、パネリストの一人であった長島愛生園真宗同朋会の伊奈教勝（藤井善）より、「有名なＳ布教使が、我々患者の苦しみを踏みにじる嘘と軽蔑に満ちた法話をしている」との問題提起がなされた。提起を受けた同和教育振興会は、事実の調査確認後、翌年１９８７（昭和６２）年５月２６日に、基幹運動本部と布教団連合にハンセン病差別法話への対応を申し入れた。
　事実確認から、その法話は、１９８４（昭和５９）年５月１日～７日の間、ある寺院の永代経法要で行われたものであることがわかった。その法話の内容として、以下のような問題点が指摘された。
　①法話の虚構
　S布教使は長島愛生園に一度も行っていないのに、幾度となく行ったように話していること。また、「子どもが生まれます。全部里子に出します。」と話しているが、療養所では、出産しない条件で結婚が認められており、そのために強制的に堕胎やワゼクトミー（断種手術）が行われていたこと。その入所者の悲しみや痛みを理解していない発言をしていること。その他にも「プロミンちゅう特効薬が・・・それでもだめねッ。」と事実とは異なる内容で病気への恐怖心を煽る法話をしたこと。
　②真宗の布教構成としての問題点（比較の論理）
　法話の一節で次のような話をしている。

「『僕には、一本の指があります。』１本しかありません、といわんなんだ。１本しかありませんゆうたら、なくなった９本をみとる。『僕には１本指があります』。あるものに目がついた、違うでしょうが。『此度２本持った彼女が、僕のそばへきてくれました。僕たちは今日から３本になります。昔の人は、二人三脚といいましたが、僕たちは二人三本で生きていきます。
そのうえにここへ来て、初めて知ったことは、友達がおってくれることです。はずかしいことですが、今の今まで私にはございませんでした。あったのは競争相手だけでございました。大学から社会へ出ても、全て競争相手だけを見てきました。初めて友達に出会いました。世間から捨てられておる私にも、わざわざ来て下さるお師匠さまに会わせていただきました。
そのお師匠さまのお口から、おやさまがおってくださることに初めて目を開けていただきました。ぼくは、し・あ・わ・せものでございまする～ッ。』ちゅうて泣いた。あたまが下がりましたなぁ。１０本ある。喜んだことあるか、こりゃッ。（笑い）・・・」

　ハンセン病の後遺症による障害をもった入所者の法悦とご法座の聴衆を比較して、信心をいただいていることを喜んだことがあるかと、つらい状況や逆境にある人を持ち上げ差別する内容の構成となっていること。いわゆる比較法話が大きく問題とされた事案である。
　実際には、確認委員会において「何かの書物で、読んだ気がする。」と発言していることから、本人が体験したものではなく、すべて虚構であることがわかる。後に提出した「自己批判書」では、岐阜での布教の御縁でお同行が話されていたこととハンセン病とを結び付けて話してしまったと述懐している。S布教使としては、確認委員会において「（この話が）私が一番言いたかったことです。」と語っていることから、ご法話の構成そのものに問題があったことがわかる。
　この他、学歴差別・職業差別・民族差別に関わる内容があったことも指摘された。

第２項　教団の対応
　提起された教団は、Ｓ布教使ハンセン病差別法話対応委員会を設置し、その解決に取り組んだ。同朋運動の立場からは、その法話が、布教使個人の問題と捉えるのではなく、法話の構成そのものが差別を踏み台にしたもので、それが伝統的な教団の布教の構成ではなかったか等の指摘を行った。

第３項　布教団連合の対応
　布教団連合では、当該人の問題であると同時に布教使全体がかかえている体質の問題として厳しく受け止めているとし、ハンセン病差別など社会問題について、我々は消極的であったこと認めこの問題を機縁に布教団連合をあげて差別問題を具体的に学習し、積極的に取り組むことを決意表明し、ブロック別布教使研修会等でこの問題を取り上げるとともに、『布教団通信』に２回にわたって差別法話の問題点を掲載した。

第４項　基幹運動本部の対応
　基幹運動本部では、１９８８（昭和６３）年１月２０日付『本願寺新報』に「ハンセン病の歴史と現状」の記事を掲載し、パンフレット『共にあゆむ』（第１６号）「ハンセン病に学ぶ」として１０万部を発行した。さらに１９８８（昭和６３）年７月２０日付『本願寺新報』に「ハンセン病差別法話について」の記事を掲載し、１９９０（平成２）年６月１日付『本願寺新報』に「Ｓ布教使ハンセン病差別法話問題対応報告」の記事を掲載した。こうした問題が起こることは、基幹運動が真に教団全体の取り組みとなっていないことに起因するものであり、布教団・布教使及びすべての機関に対する運動推進の徹底を図る必要があるとして、基幹運動がそれぞれの場でより具体的な取り組みがなされるよう、１９８８（昭和６３）年度より基幹運動計画書の中に重点項目を設け、差別・平和・ヤスクニの問題をはじめとする社会問題に積極的に取り組むことを定め、その徹底と啓発に努めることとなった。さらに、このような問題提起や事件発生に対して早急に対応しうる基幹運動の組織体制の整備・拡充に取り組むこととなった。

第５項　Ｓ布教使の所属する教区及び布教会所寺院の所属する教区の対応
　Ｓ布教使の所属する教区及び布教会所寺院の所属する教区においては、教区基幹運動推進委員会・教区布教団が中心となってハンセン病差別をはじめとするあらゆる差別問題解消にむけて研修会を行い、体質を改めるべく取り組みがなされた。

第６項　Ｓ布教使への対応
　また、差別法話の行為者は、後に１９８８（昭和６３）年９月２０日付『本願寺新報』において「偏見と差別に慚愧と決意」と題し自ら名前を名のり、学習会、長島愛生園訪問差別法話をした布教会所での訂正の布教等で意識改革を図る取り組みを行った。
　この事件を通して深いかかわりが始まった同和教育振興会は、恒例開催の中央研修会に、長島愛生園真宗同朋会・多田芳輔を講師として講演会を開催。その際、門主・Ｓ布教使も共に参加した。
　１９８７（昭和６２）年６月１７日に設置された対応委員会は、１９９０（平成２）年３月２６日に対応を終了した。

　この事件により、教団（宗会議員、布教使課程・中央実修など）・教区・組・教化団体等や運動関係者（同朋運動をすすめる７者協議会等）による療養所への現地研修が行われるようになり、今日でも療養所入所者との交流が続いている。また、ビハーラ活動などでのかかわりで定期的に奉仕作業などが行われていることは、療養所の現状理解を深める取り組みともなっている。この事件を契機としてハンセン病問題への啓発がはじまったといえる。


第５節　本願寺新報２００２・２・２０号瓦懇志記事掲載問題

　「本願寺新報２００２・２・２０号」第一面のほぼ全面に「ハンセン病元患者の〇〇さん（注・〇〇は名前）」「平成大修復・瓦懇志を進納」の記事が掲載された。ハンセン病元患者（入所者）である「〇〇さん」による多額の懇志進納を大きくアピールすることによって、さらなる懇志進納を勧励するという内容であった。
　『差別・被差別からの解放』（同和教育振興会、１２９頁）はこの記事について、「多くの入所者が差別の故に実名を隠し園名で暮らしているという実態を無視したものであったとともに、既にハンセン病差別法話問題でも確認されたように、これまでの教団におけるさまざまな差別事件の典型的な差別論としての『比較の論理』（「被差別の立場の者がこんなにも頑張っているのだから、差別されていない者はもっと頑張れ」という差別論）によって構成されたものであった。」と指摘している。その「比較の論理」の問題は、実に１９０２（明治３５）年の「布教使Ｒ差別事件」以来、指摘されているところであり、本記事はその観点からも大きく注目されるところとなった。
　一方、本記事は教団内外に反響を呼び、その中にはハンセン病療養所に暮す元患者、教団内外のさまざまな団体・個人からの抗議や要望も含まれていた。そのことは、ハンセン病問題についての世論の関心が、国賠訴訟判決以降、相当の高まりと広がりを見せていることを示唆するものでもあった。
　さらには、Ｓ布教使ハンセン病差別法話問題並びに本問題が契機となって、教団内においてもハンセン病問題に関する様々な啓発資料が作られていった。そして、それらを教材とした学びと、これまでの同朋運動の経験が重なりあい、その後、ハンセン病問題に取り組む担い手が生まれ、各教区・組による各療養所での研修や交流会開催の道筋がひらかれていった。そして、その問題意識は、ビハーラ活動全国集会などにおいても継承されていった。


第６節　ビハーラ活動とハンセン病問題

第１項　ハンセン病とビハーラ活動
　ビハーラ活動は、その３０有余年の歴史の中で、門徒推進員をはじめとする門徒と住職・僧侶・寺院家族が共に「いのちの現実」に向きあい、学びあう活動を推進してきた。そうした歩みの中で、Ｓ布教使差別法話問題やらい予防法違憲国賠訴訟との出会いがあり、「本願寺新報２００２・２・２０号瓦懇志記事掲載問題」があったのである。「いのちの現実に向き合い、活動する現場をこそ大事にして貫く実践」にほかならないビハーラ活動の性格上、「ハンセン病に関わる差別の現実」に向き合い、その差別の現実に憤りと哀しみをもって学びを深めることは必然というべき課題となった。ハンセン病問題がビハーラ活動全国集会の課題となった所以でもある。
　その後のビハーラ活動全国集会分科会においては、各療養所からハンセン病元患者の方々に出講いただき、問題提起や差別の現実について多岐にわたる提起がなされた。
　２００２（平成１４）年度「第９回ビハーラ活動全国集会」（本願寺にて開催）
　第５分科会で「ハンセン病問題」を取りあげたのに加え、パネル展を開催。分科会に発題者として招いたハンセン病元患者は、分科会の中で、「自身が実家のお墓参りに出かけたことが、新聞一面にデカデカと載った」ことを紹介され、「どうしてお墓参りが新聞の一面に載るのだろう。いつまでこのような扱いを受けなければならないのか」と涙ながらに訴え、「本願寺新報の問題と同根である」と問題提起された。
　２００４（平成１６）年度「第１１回ビハーラ活動全国集会」（本願寺にて開催）
　第２分科会「ハンセン病から見えてくるもの」にハンセン病元患者を招いて開催し、パネル展も併催した。
　２００５（平成１７）年度「第１２回ビハーラ活動全国集会」（熊本教区にて開催）
　第９分科会「ハンセン病問題とビハーラ」にハンセン病元患者を発題者に招き、この際は、全国集会終了後、菊池恵楓園を訪問して現地学習会を開催した。

第２項　ビハーラ活動からのさらなる広がり
　こうした動きの中で、全国各地におけるビハーラ団体組織を中心として、「ハンセン病」問題に特化した学習会や連続研修、あるいは公開講座が開催されるようになった。また、そうした研修会等に出講した全国各地のハンセン病療養所の入所者や退所者との交流が広がり、教区基幹運動推進委員会（当時）の賛同も受けて開催された現地研修を含め、各教化団体組織と連携したハンセン病問題の学びが推進された。さらに、課題を共有すべく活動が活発化した教区は実に多い。
　特に、ビハーラ活動者個々人が、ハンセン病問題に関わって独自の活動を展開した事例は特筆すべき運動の歴史と言えるだろう。各々の活動者は、時に、国賠訴訟の原告団支援のひとりとなり、故郷への訪問事業に関わり、あるいは、教団や教区という枠組みを超えて、看護学生を初めとする次代を担う学生や子どもたちにも支援や活動のご縁を広げ深めた。その中から、活動者一人ひとりが、ハンセン病に向き合う新たな活動者・支援者、さらには学びを共有する仲間たちへと、今日も活動の輪を広げつつあり、その成果は大きい。


第７節　同和教育振興会とハンセン病問題の関わり

　ハンセン病差別法話問題は、１９８６（昭和６１）年１１月２８日、同和教育振興会設立２５周年記念式典のパネルディスカッションにおいて、長島愛生園真宗同朋会の伊奈教勝（藤井善）より提起されたことは、前述の通りである。
　その後、真宗同朋会と同和教育振興会において協議を重ね、当時の同和教育振興会運営委員の赤松賢秀はじめ五人の連名により、当時の基幹運動本部長及び布教団連合総団長宛てに「申入書」として問題提起。全国布教使大会においても問題提起された。
　問題提起の後、同和教育振興会としては、発言内容の問題点を検証。同時に長島愛生園への訪問・協議が重ねられた。
　またその後は当該問題への取り組みを契機として、同和教育振興会の事業としての深いかかわりが始まった。恒例開催の中央研修会に、長島愛生園真宗同朋会・多田芳輔を講師として講演会を開催。その際、門主・Ｓ布教使も共に参加した。
　研究取り組みの成果としては、ハンセン病差別法話問題に関しての論文集『ハンセン病差別と浄土真宗』（永田文昌堂）が発刊されたほか、『同和教育論究第１３号』では、S布教使差別法話問題特集が組まれ、「私の半生」と題した多田芳輔の講演記録や、杉本昭典ほか３名の論文が掲載された。また同時に、一泊二日の現地研修会（長島愛生園・邑久光明園）を毎年開催。多数の参加者が、現地におけるフィールドワークや、真宗同朋会館における交流懇談会を重ね今日に至る。
　２００２（平成１４）年には、同和教育振興会の事業方針として、『当振興会においてもハンセン病差別撤廃に向けた取り組みとして、一、同朋教団の責務を明確にしていく。二、ハンセン病患者・元患者との交流活動、三、当振興会発行物を通しての啓発活動を今後とも積み重ね、「差別・被差別からの解放」を実現していく所存であります』として、過去の偏見差別の過ちの検証に加え、差別撤廃を活動目標と掲げ、現在もその運動を継続している。
そうした中で、全国各療養所の元患者からの聞き取りを重ね、ブックレット『ハンセン病国立療養所入所者の証言　念仏との出遇い』を、現在、①〜④まで発刊している。
　以後今日に至るまで、ハンセン病問題の研究や現地研修の取り組みは、教団全体を牽引し、ハンセン病問題を生涯の課題とする多くの運動推進者を輩出している。


第８節　「差別法名・過去帳調査」とハンセン病

　教団は、１９９０年代に起こった「浄土真宗本願寺派連続差別事件」の糾弾会を直接的な契機として、１９９７（平成９）年に「差別法名・過去帳調査」を実施した。
　連続差別事件を受けて全教区で行われた点検糾弾会の中で、「１９８３年法名調査」の不十分さが指摘され、再調査が必要であると結論付けられた。また、差別事件を繰り返すことで失われた僧侶と門徒との間の信頼回復のために具体的取り組みが必要だとされ、これらをふまえて行われたのが１９９７（平成９）年の調査である。
　この調査の特徴として、各組・各教区単位で、事前学習会や調査後の取りまとめを行ったことが挙げられる。調査の事前に、何が差別にあたるのか、どのような差別形式があるのかについて学びを深め、調査にあたる現場の一人ひとりにとって主体的な調査となるよう進められた。１万を超える寺院が共通のテキストで事前学習会を行い、組・教区単位で調査結果をまとめあげるという、かつてない取り組みとなった。
　その結果、１９８３（昭和５８）年の調査では無かったとされていた「差別法名」が報告されることとなり、同時に、差別記載内容の地域による違い等も明らかにされた。
　また、本調査の大きな成果の一つとして、「差別につながる添え書き」の報告をあげることができる。成果とは、すなわち「差別されてきた歴史のある死因・病気」「族籍」等を過去帳に記すこと自体が、差別につながるのだということが僧侶自身に認識されたということである。
　調査報告の内容を具体的に見ていくと、「差別につながる添え書き」は７７０ヶ寺から１２００例余りの報告があった[footnoteRef:22]。その内、「差別されてきた歴史のある死因・病気等の添え書き」は４３１例報告され、その内容としては、自殺・心中・獄死・伝染病・遺伝病などがあり、それらの中にハンセン病に関する記載もあった。（『宗報』１９９８（平成１０）年７月号） [22:  調査の数値は『差別法名・過去帳調査　総括書』（１９９９（平成１１）年）より。] 

　このように現実の過去帳は、信仰の記録簿という側面だけではなく、時代・社会の一面をも写し取ってきたのであり、その内容は、この調査で明らかなように、現実社会の差別（意識）にまで及んでいた。まさにこれまでの過去帳は、教団に関わる私たちの社会意識としての差別意識や差別体質の現実をそのままに映し出す「鏡」のようなものだったとも言える。その中に事実として、ハンセン病差別も映し出されていたのだ。
　１９９７（平成９）年の差別法名・過去帳調査は、教団の歴史的な差別の現実を、ハンセン病差別の現実も含んで映し出した。そしてその調査は、その差別の現実を真摯に受けとめ、その問題に真正面から向きあっていくことを通して、門信徒との信頼関係回復の道筋をも明らかにした。自らの差別の現実に向きあっていく基本姿勢が明らかにされ、そのことが全教団的に共有されたという点で、運動の大きな節目ともなった。そのことは、ハンセン病差別の現実に対しても同様である。



第三章　　まとめと提言

第１節　ハンセン病問題とは
　ハンセン病問題全体の歴史を医学の側面から概観すると、二つの節目がある。一つは、ノルウェーの医師ハンセンによるハンセン病の原因菌である「らい菌」の発見（１８７３（明治６）年）であり、もう一つは、アメリカの医師ファジェットによる後のハンセン病の特効薬につながる抗結核剤プロミンの有効性の発見（１９４３（昭和１８）年）だ。
　ハンセン病の原因菌である「らい菌」の発見は、それまで遺伝する病だと考えられていたハンセン病観を一変し、ハンセン病が遺伝する病ではないことを明らかにした。また、その後の研究においても人工培養に成功した例がないことや、「らい菌」そのものが外気中では生きていくことができないこと等から、感染力も含めて大変「弱い」菌であることも明らかになった。
　ファジェットが発見した抗結核剤プロミンの有効性について、ある元患者は、「（薬の効果について）薄皮をはがすように（次第に効いてきた）と表現することがあるが、その意味では、プロミンは、段ボール紙をはがすように効いた」と驚嘆をもって証言している。当時の患者たちがどのような思いでその薬を受け入れたかを想像することができる。（その後の研究によって、１９５５（昭和３０）年前後以降、ハンセン病は薬によって完治する病となり、ＷＨＯも「隔離撤廃」「外来治療」などを提唱している。）
　しかしハンセン病は、プロミンの発見を待たなければ全く治ることのなかった病だったのかというと、そうではない。確かに、特効薬がない時代に劣悪な生活環境を強いられたために病状を悪化させてしまう患者もいたが、経験的にハンセン病が強い感染力を持つ病ではないことを理解していた人たちもいた。その人たちは患者を家族や地域で支え、食事や生活環境を整えることで、結果として患者本人の免疫力を高め、自然治癒という形で治る人たちもいたのである。その意味では、ハンセン病は、第一章にもあるように、数千年を超える長い歴史を持ち、多くの場合に差別の対象とされてきたが、その一方で、そのあり方は多様であり、特に近代以前においては、全てのハンセン病患者が一様に例外なく差別の対象とされ、排除されてきたわけではないということを、先ず確認しておきたい。
　そのうえで、ハンセン病問題をとらえるもう一つの重要な柱が、差別問題としての社会史的な側面である。
　日本におけるハンセン病問題を社会史的な視点で概観する際に先ず押さえておかなければならないのは、「癩予防に関する件」（１９０７（明治４０）年）に始まり、「癩予防法」（１９３１（昭和６）年）から「らい予防法」（１９５３（昭和２８）年）へと強化され、「らい予防法の廃止に関する法律」（１９９６（平成８）年）施行によって廃止されるまでの約９０年もの長きにわたって続いた「隔離」を中心とする法律、すなわち国の政策の流れだ。
　この政策の特徴は、ハンセン病を医学的に間違った「恐ろしい伝染病」と位置づけ、その患者を隔離（社会から排除）し、たとえ治ったとしても退所させることなく「終生（絶対）隔離」したということにある。その目的は、病気を治すことではなく、ハンセン病患者を絶滅させることであったとも指摘されている。
　それを象徴するのが、「特別病室（重監房）」であり、「断種」「堕胎」だ（第一章参照）。ハンセン病患者を全く人間扱いしていなかったとしか言いようのないことが、国立療養所の中で戦後憲法下に至るまで行われていたのだ。それはまさに国家による強烈な人権侵害であり、差別だ。
　さらに、隔離政策のさらなる恐ろしさは、それが入所者の生活の隅々にまで徹底されていった点である。そのことを、ハンセン病差別法話問題を提起した伊奈教勝（藤井善）は次のように記している。

排除され、隔離された者が、運命共同体としての同歓同苦の心を結び、捨てられたもののみが持つ「世を捨てた」思いが、隔離の島を「楽土」としたいという悲願に生きたとしても責められることはない。そしてそこに足を運んだ人も、それを受け容れた人も、隔離を前提として、それを動かすことのできないものとしてうべなったことは覆うべくもない事実である。
（伊奈教勝『ハンセン病・隔絶四十年 人間解放へのメッセージ』）

　未だあどけない少年・少女期に「らい（当時の呼称）」だと宣告され、ハンセン病を治す薬（プロミン）は療養所にしかないという作られた状況も相まって、他には選択肢がないという事実上の強制隔離によって入所せざるをえなかった人々が、１００年にも及ぶ歴史を持つ療養所の中で、その後の人生の全てを療養所で過ごさなければならない（納骨堂に残る先輩入所者の遺骨を見るにつけ、死んでもここからは出ることはできない）のだと思い知らされるとき、先述したようなあからさまな人権侵害を直接・間接に経験したとしても、その療養所を自らの「楽土」としたいと願うことを、誰が責めることができようかというのである。
　終生（絶対）隔離の恐ろしさは、療養所を囲む物理的な「あつい壁」の存在だけではなく、むしろ悪しき精神のパターナリズム[footnoteRef:23]を貫徹せしめる心の「あつい壁」の存在にこそあったのだ。ハンセン病問題において、当初、国が宗教に求めた役割は、実はそこにこそあったと指摘されており、近代ハンセン病隔離政策の差別の闇の深さを思い知らされる。そしてその差別の意志は、「無らい県運動」（１９３０（昭和５）年に第１次が各地で始まり、第２次は戦後憲法下の１９４７（昭和２２）年に開始）によって「国民」生活の隅々にまで徹底されていった。 [23:  父親的温情主義。強い立場の者が、弱い立場の者のためになるようにと、本人の意志に反して介入したり干渉すること。国家と国民、医師と患者の関係がその一例。（現代用語の基礎知識 2018）] 

　つまり、近代以降の社会史的な特徴は、それまでのまがりなりとも多様性を保ちえていたあり方から一変して、国の政策のもとに、全てのハンセン病患者が一様に絶対隔離の対象、すなわち差別の対象とされ、国民生活の中に徹底されていった歴史であったという点である。
　そのことに「国民」も、そして宗教教団も、あまりにも無関心であり続けた。この後にふれる国賠訴訟の熊本地裁判決では、立法府である国会の「無作為」の立法責任が厳しく問われている。知ろうとすれば知りえたはずの国会が、その責任を果たさず何も立法措置を講じなかったということが断罪されたのだ。「平等の救い」を標榜する宗教教団であればなおさらのこと、ハンセン病差別の現実により敏感であって良かったはずだが、果たして教団はどうだったのだろうか。ここに、教団がハンセン病問題に向きあうべき原点がある。
　こうした国家による人権侵害、差別は当然、厳しく問われることになる。それが１９９８（平成１０）年、ハンセン病療養所の入所者自身が原告となって国（被告）を訴えた国賠訴訟である。その結果、国（被告）敗訴とした熊本地裁判決、及び国の控訴断念（２００１（平成１３）年）は、もう一つの社会史的な画期となった。
　ただここに確認しておきたいのは、この国賠訴訟の動きが、何の脈絡もなく突然登場したものではなかったという点である。その流れを概観すると以下の通りである。

　１９３２（昭和７）年　外島事件（入所者の基本的人権の確立や差別に対する徹底糾弾を求めた）
　１９３６（昭和１１）年　長島事件（入所者の自治権を求めた）
　１９４７（昭和２２）年　「特別病室」廃止闘争（ハンセン病患者等による自治集落という側面をもっていた熊本の本妙寺集落強制解体事件（１９４０（昭和１５）年）や冤罪により特別病室（重監房）送りとなった洗濯場事件（１９４１（昭和１６）年）が契機となる）
　１９４８（昭和２３）年　「プロミン」獲得運動
　１９５２（昭和２７）年　「らい予防法」改正運動（園外デモや国会前ストにまで発展した）
　１９５１（昭和２６）年　全国国立癩療養所患者協議会（略称：全癩患協）設立
　１９８３（昭和５８）年　全国ハンセン病患者協議会（全患協）に改称
　１９９６（平成８）年　全国ハンセン病療養所入所者協議会（全療協）に改称して現在に至る。

　すなわち、外島事件から自治会運動へと、当事者自身による人権回復運動として脈々と受け継がれてきた歴史があってこその国賠訴訟及び勝訴判決なのである。ハンセン病問題は、その当事者自身による人権回復運動という道筋のうえに位置づけられてこそ、その意義を正しく確認することができる課題でもあるのだ。
　以上のことからも明らかなように、今日、ハンセン病問題において重要な課題は「人権」「差別」の問題である。したがって、今、教団は、「人権」「差別」の課題としてのハンセン病問題について、これまでの歴史の各地点で具体的に何をしてきたのか（してこなかったのか）が問われているのであり、さらにそれをふまえて教団は今後に向けて、どのような一歩を歩み出すことができるのか、が問われているのである。

第２節　今後に向けて（提言）
　先ず、戦後、特にＳ布教使ハンセン病法話問題や国賠訴訟判決を契機とする、既に行われている（行われた）ハンセン病問題に関する教団内の積極的な取り組みとして、以下の例を挙げる。
1. ハンセン病療養所のない地域の取り組みとして２００１年の熊本地裁判決以降、療養所入所者や退所者が安心して帰ることのできる故郷づくりに取り組んでいるハンセン病問題ふるさとネットワーク富山の動き（富山教区、高岡教区が関わる）
2. 第二章でも取りあげたビハーラ全国集会での連続した取り組み
3. ビハーラ全国集会開催も契機となった熊本教区における菊池恵楓園での定期的な法座交流会（年６回）の開催（真宗大谷派久留米教区との連携）
4. 熊本教区と真宗大谷派熊本教区との共催による公開講座（年１回）の相互開催
5. 鹿児島教区における星塚敬愛園の星塚寺を中心とした交流活動
6. 鹿児島教区眞光寺法務（星塚敬愛園、１９５０年頃より、毎月１回）
7. 東北教区甘露寺法務・法座・交流会（東北新生園、１９５５年以降、２０１５年頃解散）
8. 東北教区常例布教（東北新生園、１９８０年度〜２０００年度）
9. 滋賀教区基幹運動推進委員会（当時）現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、１９９０年、２００６年。大島青松園、２００８年）
10. 備後教区交流会（長島愛生園、１９９８年以降継続）
11. 近畿同朋運動推進協議会現地研修・交流会（長島愛生園、２００１年）
12. 安芸教区組相談員現地研修会（長島愛生園、２００１年）
13. ハンセン病問題資料展（鹿児島教区教務所、２００２年、２００６年）
14. 奈良教区基幹運動推進委員会（当時）現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、２００２年、２０１６年）
15. 東京教区基幹運動推進委員会（当時）現地研修会（多磨全生園、栗生楽泉園、２００２年、２０１４年）
16. 新潟教区基幹運動推進委員会（当時）現地研修会（多磨全生園、２００２年）
17. 第１連区布教使研修会（長野別院、２００２年）
18. 山陰教区仏壮連盟研修会（２００２年）
19. 第13回社会福祉推進の集い・第11回ビハーラ公開講座（本派社推協・ビハーラ岐阜、２００３年）
20. 岐阜教区基幹運動推進委員会公開講座（２００３年）
21. 山口教区基幹運動推進委員会（当時）現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、２００３年、２００７年、２００８年）
22. 山陰教区寺院女性会研修会＋現地研修会（２００３年）
23. 安芸教区千鳥ヶ淵全戦没者追悼法要団参現地研修会（多磨全生園、２００３年）
24. 長島愛生園・邑久光明園西本願寺会館建立４５周年法要（２００３年）兵庫教務所
25. 三重（東海教区）「同宗連」現地研修会（長島愛生園、２００３年。長島愛生園、邑久光明園、２０１５年）
26. 岐阜教区基幹運動推進委員会（多磨全生園、２００４年）
27. 山口教区基幹運動推進委員会（当時）研修会（２００４年、２００５年）
28. 第15回社会福祉推進の集い・第13回ビハーラ公開講座（本派社推協・ビハーラ岐阜、２００５年）
29. 本願寺岐阜別院黎明講座（２００５年）
30. ビハーラ長野研修会（２００５年、２０１６年（現地研修：栗生楽泉園））
31. 岐阜教区僧侶研修会（２００６年）
32. 鹿児島別院彼岸会・報恩講・降誕会（星塚敬愛園、２００６年まで）
33. 第３連区布教使現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、２００６年）
34. 北海道教区基幹運動推進委員会（当時）現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、２００６年、２００７年）
35. 長野教区基幹運動推進委員会（当時）現地研修会（栗生楽泉園、２００６年）
36. 大阪教区基幹運動推進委員会（当時）現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、２００６年、２００７年）
37. 大阪教区仏教壮年会連盟現地研修会（長島愛生園、２００６年）
38. 鹿児島教区仏教婦人会連盟交流会・清掃奉仕活動（星塚敬愛園、２００７年まで）
39. 第１連区布教使研修会（長野別院、２００７年）
40. 第2連区相談員・専従研修連絡協議会（岐阜教区、２００８年）
41. 岐阜教区基幹運動推進研修会（２００８年）
42. 長島愛生園・邑久光明園西本願寺会館建立５０周年法要（２００８年）兵庫教務所
43. 長野県「同宗連」現地研修会（栗生楽泉園、２００８年）
44. 長野教区河西組現地研修会（栗生楽泉園、２００９年）
45. 山口教区仏教婦人会連盟現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、２００９年、２０１４年）
46. 長野教区寺院女性会現地研修会（栗生楽泉園、２００９年、２０１４年）
47. 兵庫教区仏教壮年会連盟現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、２０１０年）
48. 兵庫教区青年僧侶の会現地研修会（長島愛生園、２０１０年）
49. ビハーラ兵庫・十方会一泊現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、２０１１年）親鸞聖人７５０回法要
50. 東海教区基幹運動推進委員会（当時）現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、２０１１年、２０１３年）
51. 兵庫教区仏教婦人会・ビハーラ兵庫清掃ボランティア（長島愛生園、２０１２年以降継続）
52. ビハーラ大阪現地研修会（長島愛生園、邑久光明園、２０１２年、２０１６年）
53. 奈良教区青年会現地研修会（長島愛生園、２０１３年）
54. 安芸教区門徒推進員連絡協議会現地研修会（長島愛生園、２０１７年）
55. 同和教育振興会の『ハンセン病国立療養所入所者の証言　念仏との出遇い』シリーズ発刊の取り組み
56. 同和教育振興会や同朋運動推進７者協議会が連携して開催している療養所交流会（現地研修）
57. 宗会議員による療養所で開催している基幹運動研修、等々
　このように実に多様で数多くの取り組みが、既に幅広く教区や組、組織・団体、個人レベルで展開されている。
　こうしたＳ布教使ハンセン病法話問題や国賠訴訟判決以降の取り組みには、それまでの「慰安」「慰問」を柱とする取り組みとは異なる新たな傾向を読み取ることができる。それはすなわち、端的に表現すれば、ハンセン病問題が基幹運動（同朋運動）と出遇ったということであり、ハンセン病問題が教団において初めて人権・差別の問題として明確にとらえられるようになったのである。
　このような個々の取り組みを教団全体として集約し、つなぐことができれば、早速に大きな取り組みになる可能性を持ちながら、しかも教団においては、Ｓ布教使差別法話問題を契機とした基幹運動本部や布教団等の取り組み（第二章）やハンセン病国賠訴訟熊本地裁判決にかかる教団声明等々、それぞれの成果も生み出した出来事を契機としてハンセン病問題に教団として本格的に取り組み始める端緒があったにもかかわらず、残念ながらいずれも、未だに教団全体としての継続した取り組みにまではつながっていない現状にあることが惜しまれてならない。
　いまこそ私たちは、教団が全体としてこれまで十分な認識を深めたとは言いえない人権・差別の問題としてのハンセン病問題において、不作為の差別加担の役割も真摯に認め、教団としての社会的な責任に対する深い自覚と慚愧のもとに、基幹運動（同朋運動）の豊かな経験もふまえつつ、新たなる可能性に向けて教団としての確かな一歩を歩み始めるときではないかと強く提言したい。
　以上の総括で明らかにされた教団の課題を具体的に解決していくために、以下、今後の取り組み内容について提言する。

１）	今後の教団におけるハンセン病問題に関する中心的協議の場として、教団内に「ハンセン病問題連絡協議会」（仮称）を設置し、時機に応じた取り組みを積極的に推進していくこと。
２）	療養所における歴史的建造物の保存の課題に即しつつ、浄土真宗関連の宗教施設（真宗会館等）や納骨堂などについて、各施設の設立に教団として関わった経緯もふまえ、各療養所や関係教区の関係者などとの協議を元に、具体的な対応策を明らかにすること。
３）	「浄土真宗本願寺派とハンセン病問題」という課題を次世代につなぐために、今後の検証作業もふまえた基本テキストや啓発資料を作るとともに、ハンセン病問題に関する総合的な研修・啓発体系を明らかにすること。
４）	差別に加担した「業・宿業」理解にもとづく「業病」観や、教えの平等性よりも世法の差別性に追随する結果となった「真俗二諦」的教学理解等に象徴される課題を明らかにし、御同朋の教学の構築に資する調査・研究をすすめ、その成果を教団の関連出版物などにも反映させること。
５）	２０２１年に、「らい予防法の廃止に関する法律」施行から２５年、国賠訴訟熊本地裁判決及び国の控訴断念から２０年となる節目の年を迎えるにあたり、教団としてのハンセン病問題に関する「声明」を公表し、その後に向けての責任ある取り組み内容を教団内外に具体的に明らかにすること。

　検証会議『最終報告書』は宗教界に関する報告の中で、「２００４年８月現在、国立ハンセン病療養所の入所者数３,４３６人の８７．８％にあたる３,０１９人が、何らかの宗教あるいは所内の宗教団体と関わりを持っている」とし、その中で「仏教系は、全体の４８．６％」で、さらにその内訳を見ると、「全体の３２．６％（仏教系の６７％）を占める浄土真宗系」が筆頭であるとして、「ハンセン病療養所におけるもっとも多くの入所者が関わりをもつ宗教が浄土真宗である」と述べている。
　つまり、先に縷々述べてきた諸課題は、私たちと同じ浄土真宗の御同朋の課題でもあるのである。その方々が、７０年から１００年の歴史を持つ各地の療養所の中で生き、いのちの尊厳と平等を求めて「人間回復」のために闘い続けてこられたのだ。その歩みに、私たちはこれまであまりにも無関心であり続けたばかりでなく、無自覚のままに国の隔離差別政策を補完し、下支えしてきたのではないだろうか。浄土真宗の教えが「平等の慈悲」を出発点とする教えであること、そして同朋運動の豊かな経験を持つ同朋教団であることを思えば、まさにその教えと歴史に背をむけるあり方であったと深く慚愧せざるをえない。その深い反省の思いに立ち、これからは、教団の一人ひとりが自らの課題としてハンセン病問題を受けとめ、過酷な差別の現実の中にも教えを生きる力とされた方々の姿に深く学び、考え続け、それぞれにできる一歩を教団全体として歩み始めたいと願い、総括・提言する。
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２）ハンセン病国賠訴訟原告勝訴判決関連教団声明（３点）


「ハンセン病国家賠償訴訟」地裁判決に関する見解
 
　本日、「らい予防法」の生涯強制隔離政策により、人権が侵害され人間性を冒涜されてきたとして、ハンセン病の元患者さんたちが、国に対して謝罪とその責任、賠償を求める訴訟に対し初の司法上の判断が熊本地裁において言い渡されました。
　その内容は、原告側の主張を認めるものでありました。これまでの原告、そのご家族の方がたの苦悩を思う時、当然とは言え、この判決を積極的に支持いたします。
　国は、原告団等の願いを深く受け止め、速やかに謝罪の意を明らかにし、その請求に応じることを、私たちは強く要請いたします。
　さて、省みますと、私たちの教団もまた国と同様にハンセン病に対する偏見と差別を助長し、患者さんだけでなく、その家族や周囲の人びとの人権を侵害し、尊厳性を犯してきました。その様な中で１９８７（昭和６２）年にハンセン病差別法話問題が提起され、教団はようやく長い差別の歴史からハンセン病に対する偏見を世の中に与え差別し続けてきた責任と課題を受け止めることが出来るようになりました。
　本日の判決を契機に、改めて私たちは原告をはじめ、すべてのハンセン病に関わった人びとに謝罪すると共に、今後同様の過ちを犯すことのない様に、いのちと人間の尊厳を訴え、一人ひとりが大切にされる御同朋の社会の実現をめざして歩むことを決意するものであります。
２００１年５月１１日
浄土真宗本願寺派総長　武野以徳



「ハンセン病国家賠償訴訟地裁判決」に対する国の控訴の断念を求める要請

　内閣総理大臣　小泉純一郎　様
　厚生労働大臣　坂口　　力　様
　法務大臣　　　森山　真弓　様

　５月１１日、「ハンセン病国家賠償訴訟」において熊本地裁は、原告勝訴の判決を下しました。この判決は「らい予防法」の違憲性を認め、またこの法律を長期間放置した国会議員の「不作為」に対する責任をも認めた画期的な判決でありました。判決後の今、平均年齢が七四歳を超えた元患者にとって、一日も早い全面解決が求められます。
　貴職には、この判決によって明らかになった国の過ちを真蟄に受け止め、一刻も早く控訴の断念をされるように強く要請いたします。
以上
　２００１年５月１２日
浄土真宗本願寺派基幹運動本部長　不二川公勝 



「ハンセン病国家賠償訴訟」地裁判決に対し国が控訴を断念したことに関する見解
 
　２３日、政府は国に賠償を求めるハンセン病訴訟熊本地裁判決に対し控訴を断念する決定を発表されました。
　私たちはこれまでに、地裁判決以降、政府に対して控訴を断念するよう要請してきましたが、この政府の英断に心より敬意を表するものであります。今後は、この決定を受け、政府が患者、元患者の方がたはもちろんすべての人びとの願いを具体的に解決する施策等を、一刻もはやく講じられるよう要望いたします。
　ハンセン病に対する法的措置は、患者の方がたに苦しみを与えるだけでなく、患者や家族、また周囲の人びとに偏見と差別という苦悩を与えてきました。私たちもこの苦悩を共有するどころかそれを助長する過ちを犯してきました。
　政府の英断の報に接し、あらためて、私たちも同じ過ちを繰り返すことのないように学びを進めていく決意を表明するものであります。そして、すべての人びとがハンセン病の偏見と差別から解放される御同朋の社会の実現をめざして歩む所存であります。
２００１年５月２４日
浄土真宗本願寺派総長　武野以徳


資料（３）　ハンセン病問題関係の出版・刊行物
　ここでは、ハンセン病差別法話問題以降の取り組み概要の一端を把握するため、教団におけるハンセン病問題関係の出版・刊行物の一覧を項目別・年次別に掲載する。

宗報
1997（平成9）年
4月号「基幹運動計画書」同和教育振興会「ハンセン病差別と浄土真宗」出版との記載。

2002（平成14）年
1月号「開かれたお寺～人々と共に有るすがた」看護学生たちとのハンセン病差別の歴史の学びについて記載。
2月号「現実に学ぶ～共生・共感へのメッセージ」熊本地裁判決の件。
4月号「基幹運動計画書」重点項目③の中で、熊本地裁判決にかかる総長の見解について言及。
5月号「基幹運動をふりかえる」高岡教区が療養所の現地学習を行った報告。

2003（平成15）年
4月号「基幹運動計画書」重点項目②の中で、ハンセン病に関する取り組み指針を策定するとの文言。
5月号「ハンセン病差別の現状」熊本地裁判決以降の現状
6月号「基幹運動をふりかえる」『本願寺新報』2・20号の瓦懇志に関する建議（北海道・高岡・和歌山・東海・奈良・滋賀・備後・大分、各教区より提出）「出版事業局発第11号」『本願寺新報』記事についての説明。
いくつかの教区が、ハンセン病問題に関して言及

2004（平成16）年
4月号「基幹運動計画書」重点項目②の中で、ハンセン病に関する指針策定、ブックレット作成等の計画。
5月号「基幹運動をふりかえる」東北/青森組がハンセン病施設において取り組み。福井/ハンセン病施設の現地研修。岐阜/多摩全生園での現地研修。四州/大島青松園の行事に、教区として初めて関わる熊本/ハンセン病元患者の方々との交流。同朋部/ハンセン病差別問題への取り組み。
2005（平成17）年
3月号「サットヴァ22号」基幹運動計画書、各教区同朋運動関係者協議会の報告。ハンセン病差別への取り組み内容を協議。重点項目②の中で、「国立ハンセン病療養所関係担当者会議」開催について言及。
5月号「基幹運動をふりかえる」ハンセン病療養施設での交流・学習会：富山・四州・山口。ハンセン病問題に関する取り組み：熊本・鹿児島・沖縄。

2006（平成18）年
3月号「基幹運動総合基本計画」重点項目②の中で、国の検証会議最終報告書について言及。
5月号「基幹運動をふりかえる」富山/「ハンセン病ふるさとネットワーク富山」の活動。大阪/ハンセン病差別問題に関する連続講座。熊本/公開講座「ハンセン病問題と私」鹿児島/ビハーラ公開講座。

2007（平成19）年
3月号「基幹運動総合基本計画」重点項目②
6月号「基幹運動をふりかえる」富山/「ハンセン病ふるさとネットワーク富山」が中心となって、第2回「ハンセン病市民学会総会」。滋賀/2005年度から継続的に「ハンセン病差別の事実に学ぶ」をテーマに研修会を継続。山口/ハンセン病問題をテーマに、同朋運動研修会。北豊/胎児標本について、同朋運動合同研修会。福岡/「新・あつい壁」製作・上映への協力。

2008（平成20）年
2月号「ハンセン病問題基本法制定に向けて」2001年の総長見解によって謝罪した。基本法制定に向けての署名活動推進。
3月号「基幹運動総合基本計画」重点項目②
6月号「基幹運動をふりかえる」「新・あつい壁」の上映（10教区）。現地研修会等。兵庫・四州・備後・山口・熊本・沖縄。福岡/大谷派と共催で公開講座。

2009（平成21）年
3月号「基幹運動総合基本計画」重点項目②「ハンセン病問題基本法」制定誓願署名活動の結果、5万8千名の署名。2008年6月に基本法制定されたと記載。

2010（平成22）年
3月号「基幹運動総合基本計画」重点項目②「ハンセン病問題基本法」制定実現。療養所入所者の高齢化、里帰り支援等について記載。
6月号「サットヴァ27号」基幹運動をふりかえる：今もう一度ハンセン病差別について、ハンセン病差別問題への取り組み、18教区。

2011（平成23）年
3月号「基幹運動総合基本計画」重点項目②「ハンセン病問題基本法」の学び。療養所入所者の大遠忌法要への参拝等に言及。
6月号「基幹運動をふりかえる」ハンセン病差別への取り組み、18教区。
10月号「基幹運動推進本部会議報告」建議「ハンセン病療養者への取り組みを行うための協議会設置を求める建議」提出。

2017（平成29）年
２月号「差別の現実と向き合い続ける」「ハンセン病問題基本法」施行について言及。

2018（平成30）年
２月号「ハンセン病問題の現在」ハンセン病問題における現在の取り組みについて。

啓発関係
＊同和教育センターだより「改題第23号(通33号)1993年12月20日付」
人権パネル展展示目録：パネル展（1993年12月4日～1994年1月16日・本願寺）ハンセン病差別についてのパネル8点、陳列コーナーに関係図書テープ・ハンセン病記念資料館資料など。
＊「布教現場の最前線・布教上の諸問題〜差別に学ぶ〜」浄土真宗本願寺派伝道部（布教団連合）1994（平成６）年3月31日発行
＊振興会通信「第73・74合併号2005年3月1日付」2004年度人権パネル展（2004年12月3日～2005年1月16日）テーマ「病気と差別」、ハンセン病問題関連の展示。
＊振興会通信「第86号2007年9月25日付」第32回中央研修会報告（2007年7月30日～31日）「新・あつい壁」上映（宗務総合庁舎3階大会議室）講演「映画制作の中で学んだ人権」中山節夫（上映作品監督）
＊振興会通信「第87号2008年3月25日付」2008年度人権パネル展（2007年12月4日～2008年1月16日・宗務総合庁舎）テーマ「絆（きずな）－日本・韓国・台湾のハンセン病」、ハンセン病問題関連の展示。

刊行物
同和教育センターだより
＊同和教育センターだより「改題第11号(通21号)1989年9月10日付」『連合会報』第5号（岡山県浄土真宗本願寺派寺院連合会）に長島愛生園・真宗同朋会多田芳輔が「ハンセン病・差別法話」を寄稿と紹介。
＊同和教育センターだより「改題第11号(通21号)1989年9月10日付」「アナクロニズムの差別の業理解」（１）仲尾俊博：業論の中での「癩病」について記載あり。
＊同和教育センターだより「改題第13号(通23号)1989年11月10日付」「アナクロニズムの差別の業理解」（２）仲尾俊博：同和教育振興会25周年のシンポジウムでの藤井善の言葉を受けて、ハンセン病と業論について。
＊同和教育センターだより「改題第16号(通26号)1990年2月10日付」「アナクロニズムの差別の業理解」（３）仲尾俊博：ハンセン病と業論について記載あり。
＊同和教育センターだより「改題第17号(通27号)1991年5月10日付」「アナクロニズムの差別の業理解」（４）仲尾俊博：ハンセン病と業論について記載あり。

振興会通信
＊振興会通信30～31頁「第53号2001年5月25日」「ハンセン病訴訟・原告勝訴判決―ハンセン病国賠訴訟判決から学ぶものー」、「浄土真宗本願寺派『ハンセン病国賠訴訟』地裁判決に関する見解」（2001年5月11日付）掲載。
＊振興会通信35頁「第54号2001年7月23日」ハンセン病問題関連文献一覧を掲載
＊振興会通信「第59号2002年5月25日」コラム①「現場からの学びー長島愛生園」
＊振興会通信「第60号2002年7月25日」コラム②「現場からの学びー長島愛生園」
＊振興会通信「第61号2002年9月25日」コラム③「現場からの学びー長島愛生園」
＊振興会通信「第62号2002年11月25日」「『本願寺新報』（2001年2月20日号）記事に関する要請」、コラム④「現場からの学びー邑久光明園」
＊振興会通信「第63号2003年1月25日」コラム⑤「現場からの学びー邑久光明園」
＊振興会通信「第64号2003年3月25日」コラム⑥「現場からの学びーこれから」
＊振興会通信「第67号2003年12月1日」コラム⑧「現場からの学び」
＊振興会通信「第68号2004年3月25日」コラム⑨「現場からの学び」
＊振興会通信「第77号2005年9月25日」シリーズ《御同朋の教学》１９『御同朋の教学を問う』①、「本願寺新報2002年2月20日号ハンセン病元患者瓦懇志報道問題～御同朋よりの問い～」。
＊振興会通信「第78号2005年11月25日」シリーズ《御同朋の教学》２０『御同朋の教学を問う』②、「本願寺新報2002年2月20日号ハンセン病元患者瓦懇志報道問題～御同朋よりの問い～」。

同和教育論究
＊『同和教育論究』第13号（1992年）特集・S布教使ハンセン病差別法話問題：「〈講演記録〉私の半生」多田芳輔、「S布教使ハンセン病差別法話問題の意味するもの」、「布教に現れている教学上の問題提起」、「和歌山教区におけるハンセン病差別法話問題の取り組み」、「〈年表・資料〉S布教使ハンセン病差別法話問題について」。
＊『同和教育論究』第23号（2002年）「〈講演記録２〉己れの差別をかえりみて」、「ハンセン病差別から見えるもの」
＊『同和教育論究』第25号（2004年）「〈講演記録１〉ハンセン病問題と浄土真宗」藤野豊。
＊『同和教育論究』第31号（2011年）「改めて、宗門とハンセン病差別との関わりを考える」、「映画『新・あつい壁』製作と人権」。

その他
＊『ハンセン病差別と浄土真宗』（同和教育振興会編・永田文昌堂1995年）多田芳輔、藤井善、福本憲応、杉本昭典、岩本孝樹。
＊『ハンセン病国立療養所入所者の証言「念仏との出遇い」』①（同和教育振興会編・自照社2005年）佐々木静馬、上野政行。
＊『ハンセン病国立療養所入所者の証言「念仏との出遇い」』②（同和教育振興会編・自照社2005年）吉田藤作、鈴木幹雄、田端明、多田芳輔。
＊『ハンセン病国立療養所入所者の証言「念仏との出遇い」』③（同和教育振興会編・自照社2006年）中村文雄、森田峰夫。
＊『ハンセン病国立療養所入所者の証言「念仏との出遇い」』④（同和教育振興会編・自照社2009年）椎林葉子、神谷文義、藤原作夫。


	〈表〉国立ハンセン病療養所入所者数と平均年齢の推移（2008年 → 2018年）
	施設名
所在地
	入所者数

	
	
	2008年
	2018年

	
	松丘保養園
青森県青森市
	147名
	76名

	
	東北新生園
宮城県登米市
	144名
	65名

	
	栗生楽泉園
群馬県草津市
	169名
	71名

	
	多磨全生園
東京都東村山市
	319名
	166名

	
	駿河療養所
静岡県御殿場市
	112名
	54名

	
	長島愛生園
岡山県瀬戸内市
	369名
	164名

	
	邑久光明園
岡山県瀬戸内市
	215名
	98名

	
	大島青松園
香川県高松市
	127名
	56名

	
	菊池恵楓園
熊本県合志市
	426名
	221名

	
	星塚敬愛園
鹿児島県鹿屋市
	265名
	130名

	
	奄美和光園
鹿児島県奄美市
	56名
	24名

	
	沖縄愛楽園
沖縄県名護市
	276名
	147名

	
	宮古南静園
沖縄県宮古島市
	92名
	61名

	
	計
	2,717名
	1,333名

	厚労省調べ
（各年5月現在）
	
	入所者平均年齢

	
	
	79.5歳
	85.5歳



「浄土真宗本願寺派とハンセン病問題」総括書作成委員会〈名簿〉

　委 員 長　　齊　藤　　真
　副委員長　　小　川　真理子
　委　　員　　梯　　　良　彦
　　　　　　　棚　原　正　智
　　　　　　　中　島　清　志
　　　　　　　松　浦　　城
　　　　　　　山　内　理　史
（５０音順・敬称略）


「浄土真宗本願寺派とハンセン病問題」総括書作成委員会〈経過〉

２０１６年
６月　７日　委託事業打合会開催
７月２１日　第１回「浄土真宗本願寺派とハンセン病問題」総括書作成委員会（以下、総括書作成委員会）開催
 　　　　　　・会の正式名称／正副委員長決定
　　　　　　　・今後のタイムスケジュールの確認
　　　　　　　・内容についての意見交換
　　　　　　　・資料集め（国立療養所や関係教区などに資料提供依頼）
９月３０日　第２回総括書作成委員会開催
　　　　　　　・内容についての協議（執筆担当決め）

２０１７年
　７月　７日　第３回総括書作成委員会開催
　　　　　　　・総括書の構成について協議
１０月２６日　第４回総括書作成委員会開催
　　　　　　　・総括書文案協議
１２月１６日　第５回総括書作成委員会開催（以下、文案協議）

２０１８年
　２月　９日　第６回総括書作成委員会開催
　４月　５日　第７回総括書作成委員会開催
　４月　９日　第８回総括書作成委員会開催
　６月　１日　第９回総括書作成委員会開催
　６月１９日　第１０回総括書作成委員会開催
　７月３１日　第１１回総括書作成委員会開催
　９月２５日　第１２回総括書作成委員会開催
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